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Ⅰ教育委員会事務点検･評価制度の概要



平成19年(2007年) 6月に改正された地方教育行政の組織及び運営に関する

法律(昭和31年法律第162号)第27条の規定により､平成20年度(2008年度)

から､すべての教育委員会において､その権限に属する事務の管理及び執行の

状況について点検及び評価を行い､その結果に関する報告書を作成し､これを

議会に提出するとともに､公表することが義務付けられた｡

《地方教育行政の組織及び運営に関する法律》 

(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

第27条教育委員会は､毎年､その権限に属する事務(前条第1項の規定に 

より教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務(同条第3 

項の規定により事務局職員等に委任された事務を含むo)を含むo)の管理 

及び執行の状況について点検及び評価を行い､その結果に関する報告書を 

作成し､これを議会に提出するとともに､公表しなければならないo 

2教育委員会は､前項の点検及び評価を行うに当たつては､教育に関し学識 

経験を有する者の知見の活用を図るものとするo 



本市においては､ ｢仕事宣言｣ (※)などにおいて､教育委員会の事務も含め･

本市全体として事業の実施内容や達成度の説明･公表等を行っている｡教育事

務の点検･評価に当たり､平成21年度(2009年度)においても昨年度と同様､

これらの取組を活用し､次のとおり実施した｡

(※) 【仕事宣言】

市役所の各分野の実際的な仕事の責任者である"局長"や"区長"等が､その年度･

何を重点施策として仕事をしていくのか､目標やスケジュールについて･ホームページ

等でできるだけ具体的に公表するとともに､その達成状況を報告している｡

(1)目　的

本市の教育行政の充実に資するとともに､住民への説明責任を果たすこ

とを目的とする｡

(21対象期間

平成20年度(2008年度)とする｡

(3)対象事務

ア　基本的な考え方

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に規定する教育委員会の権

限に属する事務及び市長から補助執行を受け教育委員会において実際に

管理･執行している事務のうち主要な事務を､点検･評価の対象とする｡

イ　点検･評価の項自

(ア)平成20年度(2008年度)教育長の仕事宣言に掲げる重点施策(23項

目)

(イ)その他特徴的な施策

り　各施策に関する点検･評価の構成

(ア)平成19年度(2007年度)までの取組

(イ)平成20年度(2008年度)の実施状況

(ウ)実施状況に関する評価･課題

(エ)課題への対応

(4)学織桂浜を有する者の知見の活用

教育委員会事務局職員及び大学教授2名で構成する｢教育委員会事務点

検･評価会議｣を設置し､平成21年(2009年) 8月20日(木)､点検･評

価の方法や内容等について､意見を聴取した｡



Ⅱ　教育委員会の活動状況



広島市教育委員会における会議(教育委員会議)は､毎月1回の定例会のほか､必要が

ある場合には臨時会を開催し､教育委員会の決裁を要する案件(議案)について審議を行

うとともに､重要事項について事務局から報告等を受けている｡

平成20年度(2008年度)の教育委員会議の開催状況は､次のとおりであるo

回 丶ｨﾜ9?｢�出席 委員数 册I*竟"��B�議題 

1 兌ﾙ�ﾃ#�D��人 ��ﾂ�1平成20年度広島市立学校教職員人事異動の概要に 

(2008年) 澱�7 �,(*(,B雲�ﾙ���

4月17日 剴)[ﾙ�ﾃ#�D�7��8ﾙ��ﾉ|ﾒ阨�:颱ﾉ|ﾚH暮:頡ｸｫY9�+(ﾛ�,��

ついて(報告) 

3平成20年度広島市立高等学校及び安佐北中学校の 

入学者状況について(報告) 

4公民館使用料減免の見直しについて(報告) 

5広島市立小学校.中学校.特別支援学校(小学部.中 

学部)用教科用図書の採択について(議案第17号) 

6広島市立高等学校.特別支援学校(高等部)用教科用 

図書の採択基本方針について(議案第18号) 

7平成21年度使用広島市立小学校用教科用図書の採 

択について(議案第19号) 

8教職員の人事について(議案第20号) 

2 店ﾈ��I?｢�6 迭�1広島県.広島市公立学校教員採用候補者選考試験につ 
いて(報告) 

2平成19年度全国学か学習状況調査に係る広島市検 

証改善委員会の報告書の概要について(報告) 

3平成20年度6月補正予算について(協議) 

3 塗ﾈ綺?｢�6 迭�1広島市立学校児童生徒数等(平成20年5月1日現 

荏)について(報告) 

2広島市立学校適正配置等のあり方に関する検討につ 

いて(報告) 

3平成21年度広島市立高等学校等の入学者選抜の基 

本方針について(議案第21号) 

4平成20年度6月補正予算議案に対しての意見の申 

し出について(議案第22号) 

4 度ﾈ�3�?｢�6 迭�1第1回広島市立学校適正配置等のあり方に関する検 

討協力者会議の開催について(報告) 

2学校評価に係る専門家評価の実施状況について(報 

告) 

3平成21年度広島市立安佐北中学校入学者選抜につ 



回 丶ｨﾜ9?｢�出席 委員数 册I*竟"��B�議題 

いて(報告) 

4規範性をはぐくむための教材や活動プログラムの開 

発について(報告) 

5平成19年度における不登校.いじめ.暴力行為の状 

釈(速報値)について(報告) 

6生徒指導に係る学校問題解決支援事業の実施につい 

て(報告) 

7広島市立図書館協議会委員の委嘱について(議案第2 

3号) 

8広島市就学指導委員会委員の委嘱及び任命について 

(議案第24号) 

9教吸員の人事について(議案第25号) 

5 嶋ﾈ��)?｢�6 迭�1教員採用選考試験等に係る点検.調査の結果について 

(報告) 

6 嶋ﾈ�#y?｢�6 �"�1広島市立高等学校学則の一部改正について(議案第2 

6号) 

2平成21年度広島市立高等学校の入学定員について 

(報告) 

3平成21年度使用広島市立高等学校用教科用図書の 

採択について(議案第27号) 

4平成21年度使用広島市立広島特別支援学校及び広 

島市立小.中学校特別支援学級用教科用図書の採択につ 

いて(議案第28号) 

5広島市教育委員会事務点検.評価報告書(莱)につい 

て(協議) 

7 祷ﾈ�3�?｢�6 售��1広島市立高等学校学則の一部改正について(議案第2 

6号) 

2第2回広島市立学校適正配置等のあり方に関する検 

討協力者会議の開催について(報告) 

3学校給食費の改定について(報告) 

4平成20年度全国学力.学習状況調査の結果の概要に 

ついて(報告) 

5平成20年度｢基礎.基本｣定着状況調査の結果の概 

要について(報告) 

6平成20年度スポーツ大会(全国規模)の成績(夏季 

大会)について(報告) 

7平成20年度9月補正予算議案に対しての意見の申 

出について(代決報告第14号) 



回 丶ｨﾜ9?｢�出席 委員数 册I*竟"��B�議題 

8広島市教育委員会事務点検.評価報告書について(代 

決報告第15号) 

9委員長選挙について 

10広島市スポーツ振興審議会委員の任命案に対する意 

見について(議案第29号) 

11広島市公民館運営審議会委員の委嘱について(議案第 

30号) 

12事務局の職員の人事について(代決報告第16号) 

8 ���ﾈ�3�?｢�6 ��2�1広島市立峨町中学校の不登校生徒に係る損害賠償請 

求事件(控訴審)について(報告) 

2第3回広島市立学校適正配置等のあり方に関する検 

討協力者会議の開催について(報告) 

3平成21年度広島市立幼稚園の入園定員について(戟 

杏) 

4平成21年度広島市立学校教職員人事異動方針につ 

いて(議案第31号) 

9 ���ﾈ�#y?｢�5 ����1第4回広島市立学校適正配置等のあり方に関する検 

討協力者会議の開催について(報告) 

2｢広島市立幼稚園のあり方検討の中間まとめ｣につい 

て(報告) 

3｢男女がもつと輝くための拠点施設｣の設置について 

(報告) 

4平成20年度12月補正予算議案に対しての意見の 

申出について(代決報告第17号) 

5平成21年度当初予算について(協議) 

10 ��(ﾈ���?｢�6 ���1教育情報化総合支援モデル事業の実施について(報 

辛) 

2学校施設の耐震化状況の公表について(報告) 

3平成21年広島市成人祭の開催について(報告) 

ll 兌ﾙ�ﾃ#�D��6 唐�1第5回広島市立学校適正配置等のあり方に関する倹 

(2009年) 劔:(ｺi|ﾘ�(檍ｶ8,ﾈ､ｨﾜ8,�,(*(,B雲�ﾙ���

1月19日 剴(皦ｫ(ｻ9t�韈y;�ｻ9t�,ﾉ�X,ﾉ�ﾙ'X,�,(*(,B雲�ﾙ���

3広島市文化財審議会委員の委嘱について(代決報告第 

1号) 

4広島市社会教育委員の委嘱について(議案第1号) 



回 丶ｨﾜ9?｢�出席 委員数 册I*竟"��B�議題 

12 �(ﾈ�9?｢�6 唐�1平成20年度全国体力.運動能九運動習慣等調査結 

栗の概要について(報告) 

2広島市立学校の管理及び学校教育法の実施に関する 

規則の一部改正について(議案第2号) 

3広島市教育委員会職員の職名に関する規則の一部改 

正について(議案第3号) 

4平成21年度教育委員会組織改正について(報告) 

5市長が作成する議会の議案に対しての意見の申出に 

ついて 

①広島市国際青年会館条例の一部改正議案に対して 

の意見の申出について(代決報告第2号) 

②広島市文化創造センター等共用駐車場駐車料金条 

例の一部改正議案に対しての意見の申出について 

(代決報告第3号) 

③平成20年度2月補正予算議案に対しての意見の 

申出について(代決報告第4号) 

④平成21年度当初予算議案に対しての意見 

の申出について(代決報告第5号) 

⑤財産の取得議案に対しての意見の申出について 

(代決報告第6号) 

6教職員の人事について(議案第4号) 

13 �8ﾈ纖?｢�6 釘�1第6回広島市立学校適正配置等のあり方に関する検 

討協力者会議の開催について(報告) 

2広島市指定重要文化財の指定について(議案第5号) 

3教職員の人事について(議案第6号) 

14 �8ﾈ�#i?｢�6 釘�1広島市立学校適正配置のあり方に関する報告書の受 

理について(報告) 

2広島市学校評価システム専門家評価の評価報告等に 

ついて(報告) 

3広島市教育委員会事務局事務分掌規則の一部改正に 

ついて(議案第7号) 

4市長の権限に属する事務の一部の補助執行について 

(議案第8号) 

5教職員の人事について(代決報告第7号)(議案第9 

早) 

6事務局職員等の人事について(議案第10号) 

7教育長の任命について 



回 丶ｨﾜ9?｢�出席 委員数 册I*竟"��B�議題 

開催回数14回 剏v(延) 83人 佗b�B��ナ�ﾂ�議題件数合計80件 

[内訳】 

議案26件代決報告11件 

協議3件報告38件 

その他2件 

(注)

｢代決報告｣ - -緊急やむを得ないものとして教育長が行った代決案件についての報告

｢協議｣ -･ -教育委員会決裁事項について､事前に協議を必要とするもの｡又は､戟

育委員会決裁事項ではないが､各教育委員の意見を徴することが適当と

思われるもの



(1)各種全集への出席等

教育委員は､教育委員会議に出席するはか､適宜､各種会議へ出席するとともに学

校訪問等を行ったCその主なものは､次のとおりである.

時期 仞iZ｢�概要 

平成20年 (2008年)4 月 �?ﾈｧx�-h,ﾈ����小学校､中学校1校及び高校の各1校の入学式に 

延べ3名の教育委員が出席した○ 

6月 ��c���轌.�78�2�ｻ8支効蹴霆8孜+r�ｺhｶ8檍-h,ﾈ����全国の政令指定都市の教育委員長､教育長等に 
よる第1回会議(静岡市で開催)に出席し､教育 

行政における課題等について意見交換を行った○ 

(2名) 

6月 ��ﾎｨｻ8支,亊h+r�.乂xﾕｨ雕���英語イマージョン教育実践校の視察を行った○ ･小学校での英語教育に関する視察(沼津市: 

1校､1名) 

7月 儘ﾉ8xﾊr靫ﾉ8x�8ｻ2�支効醜ﾘy:��2�-h,ﾈ����広島県教育委員会との合同会議に出席し､下記 

のテーマについて意見交換を行った.(5名) 

(意見交換テーマ) 

･｢青少年と電子メディアとの健全な関係づくり 

に関する条例｣について 

･教育委員の活動について 

9月 倡9*ﾉ�ｨｻ8支効蹴�檍ﾊHｸh檍-h,ﾈ����� 

平成21年 ��c(��轌.�78�2�全国の政令指定都市の教育委員長､教育長等に 
よる第2回会議(東京都で開催)に出席し､教育 

(2009年)1 月 仆8支効蹴霆8孜+r�ｺhｶ8檍-h,ﾈ����行政における課題等について意見交換を行った○ 

(2名) 

2月 儘ﾉ8xﾊx��ｸｻ8屍�効醜4�8ｸ�ｸ7i�b�8��ﾊH�8檍,�*��*�.們��雨ﾙUﾂ�広島県内の女性教育委員による研修会におい て､｢ひろしま型カリキュラム｣等について､実践 

発表を行ったo(1名) 

3月 ��(ｼh�-h,ﾈ����′ト学校4校､中学校3校及び高校4校の卒業式に 
延べ11名の教育委員が出席した○ 



(2)教育委員への情報提供

教育委員は､会議に出席するはか､事務局から､適宜､教育行政上の課題等につい

て情報提供を受け､事務局と意見交換を行っているo

平成20年度(2008年度)に情報提供した主なものは､次のとおりである｡
･学校における暑さ対策について

｢子どもの自殺を予防するための指導の手引き｣について

｢女性教育センター｣の活用による男女共同参画拠点施設の設置検討について

･規範性をはぐくむための教材･活動プログラムの開発について

｢教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況｣の点検及び評価について

･県･市教育委員合同会議について

･子どもの権利に関する条例の検討状況について

｢ひろしま型カリキュラム｣の小学校英語科の指導者について

･　平成20年度9月補正予算について

･給食費の改定について

･平成21年度少人数教育推進のための教員募集について

･平成21年度当初予算について

･広島市スポーツ振興審議会委員について

･学校施設の耐震化について

｢ひろしま型カリキュラム｣の導入に係る進捗状況について

･教育振興基本計画について

･市立幼稚園授業料の収納対策について

･平成20年度全国体力･運動能九運動習慣等調査結果について

･広島市立学校適正化配置のあり方に関する報告書(秦)について

･　広島市立高校の将来構想について

･学校のグラウンドの芝生化モデル実施について

･ ~　児童生徒の規範性等に関する意識実態調査結果について

･学校における携帯電話の取扱い等について



Ⅲ　各重点施策の点検･評価結果



脚青のjCfj

【平成19年度(2007年度)までの取組】

耐震診断を平成7年度(1995年度)に実施し始めたが､平成10年(1998年) 3月に

策定した｢災害に強いまちづくりプラン｣の中で､学校施設については､平成16年度(2004

年度)以降の計画とされた｡
一方で､屋内運動場については､災害時の住民の避難場所としての役割を担うことか

ら､耐震診断を平成12年度(2000年度)に再開して平成14年度(2002年度)ですべて

終了した.平成16年度(2004年度)に本市の実施計画に計上し､平成17年度(2005年

皮)から耐震補強工事に着手した｡平成19年度(2007年度)末までに､対象校46校の

うち､ 30校の補強工事が完了した｡

また､校舎については､平成14年(2002年) 7月文部科学省の通知に基づき､平成

15年度(2003年度)から耐震診断未実施の棟を対象に耐震化優先度調査を実施した｡こ

れらの結果を踏まえ,耐震化が必要な162校について･平成19年度(2007年度)､ ｢校

舎耐震化整備計画｣を策定し､その中で､国の方針を踏まえ平成27年度(2015年度)

末までに耐震化率90%達成､平成30年度(2018年度)の耐震化完了を目標に事業を進

めている｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1具体的な取組内容

(1)屋内運動場の耐震化

小学校4校､中学校5校の耐震補強工事を実施した｡

(2)校舎の耐震化

ァ　地意防災対策特別措置法(平成7年法律第111号)の改正(6月)の趣旨を踏ま

え､幼稚園27園の園舎を耐震化の計画に盛り込んだ｡

イ　小学校13校､中学校2校の耐震診断を行うとともに､小学校10校･中学校8

校の耐震補強工事立案を行った｡また､小学校7校の耐震補強工事の実施設計を

行った｡
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2　数値目標等の達成状況

〔参考〕 ( )書きは､平成19年度(2007年度)における日額数値及びその実績

*1平成21年度(2009年度)に100%になるように､平成20年度(2008年度)の目標数値を定めたo

*2　平成30年度(2018年度)完了に向けた年次計画を基に､平成20年度(2008年度)の目標数値を定め

た｡

【実施状況に関する評価･課建】

屋内運動場の耐震補強工事は､計画的に実施できた.

校舎は､文部科学省の補正予算編成により､本市では､耐震診断を中心に事業の前

倒しに積極的に取り組んでいる｡一方､文部科学省の補助要件である広島県建築物耐

震診断等評価委員会に学校施設をはじめ多数の評価依頼が殺到している状況にあり､

本市の校舎の評価を得るのに時間を要している｡

【課題への対応】

広島県建築物耐震診断等評価委員会に対して､機会をとらえて.耐震診断等の評価

結果が円滑に示されるよう要請していく必要がある｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

児童生徒に基本的な生活習慣の確立と基礎･基本の学力の確実な定着を図

り､一人一人の個性や能力を伸ばす教育を充実させるために､平成13年度

(2001年度)から少人数指導を段階的に導入してきた｡

さらに少人数教育の推進を図るため､平成19年(2007年) 8月､小学校1

年生から中学校1年生に35人学級を順次導入することなどを内容とする｢少

人数教育推進のための段階的プラン(第I期)｣の最終まとめを行ったC

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)少人数教育推進のための段階的プラン(第l期)の実施

児童生徒数が学級平均35人を超える学級が2以上の学年に教諭1名を

加配し､学級数を増やした｡また､小学校については､ 1学級の場合は

その学年に非常勤講師1名を加配し､ティームティーチングを実施したo

(2)少人数指導等の実施

ア　小学校4年生

児童数が学級平均35人を超える学校に市費で非常勤講師を配置し､

算数の授業において少人数指導を継続して行った｡

イ　中学校1年生

生徒数が30人を超える学級の場合に､県費措置に加え､満費で非常

勤講師を配置し､国語･数学･英語において1学級2展開又はティ~

ムティーチングによる少人数指導を継続して行ったo

ウ　中学校2･3年生

生徒数が学級平均30人を超える学校で､国語･数学･英語の授業に

おいて習熟度別指導を継続して行った｡

2　数値El標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

少人数教育推進の �3Y�ﾈ決岑,ﾈｧr�小学校1- 3年生及び 傅ﾈｧxﾕ｣�ﾓ2�D��hｷ�-�(b�達成 

ための段階的プラ 从�,ﾈ��邵ｧyD��中学校1年 乂xﾕ｣�D��b�

ン(第Ⅰ期)の推進 剞ｶで実施 �,X��邊�
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少人数指導等の実 �(ｮ��"隶馮ｺ2�.�(X�8ｻY+(ﾛ�,ﾂ�80% 都"��R�おおむね 

施 ��99ｩzcc�X撃��8,ﾈ髯;i�i6ｸ,ﾂ�ｨHﾘr�(80%) 茶sBﾃ�R��達成 

〔参考〕 ( )書きは.平成19年度(2007年度)における目棲数値及びその実績

【実施状況に関する評価･課題】

｢少人数教育推進のための段階的プラン(第Ⅰ期)｣に基づき･小学校1

年生から小学校3年生及び中学校1年生の各学年に35人以下の学級を導入

できた｡

35人以下の少人数学級を拡大実施していく上で､優秀な教員の確保と育

成に一層努める必要がある｡

｢基礎･基本｣定着状況調査に関する目標は､十分に達成できなかったこ

とから､学力向上に係る他の施策と合わせ､原因の分析及び対応策の検討

が必要である｡

【課題への対応】

県内では､これまで1会場1回のみであった採用試験の説明会を､開催

場所や回数を拡大するとともに､県外の訪問地域を拡大し･多くの大学で

説明会を実施する｡

教員の採用に当たり､筆記と面接による試験を実施し､総合的な観点か

ら人物を見極めることにより､資質能力の高い教員を確保するとともに･

少人数学級のメリットを生かした授業を行うため､臨時的任用教諭を含む

教員研修の内容を工夫し､研修の充実を図る｡
｢基礎･基本｣定着状況調査の目標が十分に達成できなかった原因につい

ては､学力向上に係る他の施策と合わせ.引き続き分析を進め､少人数を

生かした教育指導の工夫改善を実践していく｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

これからの学校教育において､教育の賃を向上させ､児童生徒に知識や技

能を確実に定着させるとともに､学ぶ意欲や思考力･判断力･表現力､問題

解決能力などの｢確かな学力｣を向上させ､ ｢生きる力｣の育成を図ることが
一層必要となっている.そのため､基礎･基本の確実な定着と学力の向上を

図る取組を推進してきた｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1具体的な取組内容

(1)　rひろしま型カリキュラム｣の導入

｢ひろしま型カリキュラム｣は,子どもの発達段階を踏まえ､小･中

9年間を見通した学習指導計画を作成し､ ｢読み･書き･計算｣はもちろ

んのこと､ ｢言語と数理の運用能力｣をはぐくみ､思考力･判断力･表現

力の向上を目指す本市独自の教育課程である｡

小学校1-4年生では､読み･書き･計算の基礎的な知識･技能の習得､

学習習慣の定着など｢学びの基盤づくりと基礎の徹底｣を図ったうえ･

小学校5年生から中学校3年生では｢言語･数理運用科｣及び｢英語科｣

を実施し､ ｢思考力･判断力･表現力の向上と発展｣を目指すものである｡

平成20年度(2008年度)においては､平成19年度(2007年度)に引

き続き､平成22年度(2010年度)からの｢ひろしま型カリキュラム｣

の円滑な導入に向けて､研究開発校等での実践研究や､学習指導計画･

指導事例集･副読本等の作成及び教員研修を行った｡また､保護者説明

会を実施し､ひろしま型カリキュラム導入に向け保護者の理解を図るこ

とができるようにした｡

(2)基礎学力向上推進事業の実施

ア　全国学力･学習状況綱査及び｢基礎･基本｣定着状況調査の実施

全国学力･学習状況調査及び｢基礎･基本｣定着状況調査を実施し､

その結果に基づいて課題等を整理し､個別指導や繰り返し指導､補充

学習や発展的学習､習熟度別の少人数指導やティーム･ティーチング

による授業など､指導方法や指導体制の工夫改善を行った｡

イ　各中学校区での公開研究会の実施

本市の各中学校区に設置した中学校区教科等研究会において､小･

中学校が連携して基礎･基本の定着を図るため､小･中学校の教員が

協力した指導や9年間を見通した効果的な指導の在り方等について実

14



践的な研究を行い､小学校86校及び中学校43校において公開研究授

業を実施した｡

り　学力向上重点校の指定

学力向上重点校に指定した各学校(小学校39校､中学校18校)に

おいて､小学校4年生及び中学校1年生で標準学力検査を実施し､学

力の向上に向けた取組を行った｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

｢ひろしま型カリ 侈Hｸh､ｩJﾒ靆B�ｸhｺi|ﾘ,ﾈｧr�ﾕｩ�B�27校 �#xﾕ｢�達成 

キユラム｣の導入 �(8校) 茶易｢��

基礎学力向上推進 �(ｮ��"隶��gｺ9.�(X�8ｻR�+(ﾛ�,ﾉ�99｢�80% 都"��R�おおむね 

事業 凛cc�X決�2�,ﾈ髯;i�i6ｲ�,ﾈｨHﾘr�(80%) 茶sB��R��達成 

〔参考〕 ( )書きは､平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実続

【実施状況に関する評価.課題】

｢ひろしま型カリキュラム｣については､研究開発･実践研究､教員研

修を推進し､平成21年度に各学校で試行的に実施できる状況となった｡今

後は､各学校での試行的な実施において生じる課題等について･具体的な

指導･助言を実施していく必要がある｡
｢基礎･基本｣定着状況調査によると､各学校の取組により基礎学力は

おおむね定着している状況にあるが､依然､正答率60%以上の児童生徒の

割合が目標値の80%に達していない状況である｡今後は､基礎的な知識･

技能を習得させ､その知識や技能を活用する学習の一層の充実を図り､思

考力･判断力･表現力を育成する必要がある｡

【課題への対応】

｢ひろしま型カリキュラム｣及び新学習指導変額の全面実施に向け､教

職員に対する研修や保護者､市民に対する説明を継続して実施するC

各学校への指導主事の訪問指導の回数を確保することにより､ひろしま
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型カリキュラムの試行的な実施状況を継続的に把握し､具体的な指導･助

言を行っていく｡

｢ひろしま型カリキュラム｣における言語･数理運用科について､各学

校で研修を充実させることにより､各教科において思考力･表現力の育成

をより意識した指導の徹底を図る｡

全国学力･学習状況調査及び｢基礎･基本｣定着状況調査の調査結果を

踏まえたPDCAサイクルによる学校改善の取組について･校長･教務主

任への指導を徹底し､その一層の充実を図る｡

｢基礎･基本｣定着状況調査の正答率60%以上の児童生徒の割合を高め

るため､学力向上重点校における取組の一層の充実を図る｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

平成15年(2003年) 3月の広島市特別支援教育基本構想策定委員会からの

提言を踏まえ､通常の学級に在籍する学習障害(LD)､注意欠陥多動性障害

(ADHD)､高機能自閉症等の幼児児童生徒等へきめ細かに対応する必要が

ある｡

そこで､平成15･16年度(2003･2004年度)に特別支援教育推進モデル事

業を実施し､続いて平成17年度(2005年度)から･特別支援教育体制推進

事業として本格実施し､幼稚園･学校への巡回相談指導等を行うとともに､

特に緊急に支援の必要な学校に､学校生活の補助及び安全確保等の支援を行

ぅため特別支援教育アシスタントを配置し､校内の支援体制の整備･充実を

図っている.

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)特別支援教育体制充実事業の実施
7　専門暴チームによる巡回相談指導の実施
指導の充実を図るため専門家チームを構成し､幼稚園･学校へ巡回

相談指導を行った｡

イ　特別支援教育コーディネーター研修会の開催

特別支援教育コーディネーター(特別支援教育を推進する教員)に

対して必要な知識と実践九指導力の育成を図るため､研修会を5月､

8月､ 10月､ 11月､ 1月の計5回開催した｡

り　理解･啓発のための講演会の開催と指導資料の作成･配布

講演会の開催及び指導資料の作成･配布により､学習障害(LD)等

の特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒についての理解･啓発

を図った｡

エ　個別の指導計画の作成.活用

適切な指導や必要な支援を行うための個別の指導計画の作成･活用

を促進したo

オ　特別支援教育体制充実検討会鼓の開催

該当する幼児児童生徒への総合的な支援体制について検討するた

め､特別支援教育体制充実検討会議を7月､ 10月､ 1月の3回開催し

た｡

(21特別支援教育アシスタント事業の実施

小･中学校の通常の学級に在籍する肢体不自由､学習障害(LD)の特
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別な教育的支援を必要とする児童生徒に対し､特別支援教育アシスタン

トを配置した｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

特別支援教育体制充 ��ﾉ��,ﾈ*�,�+ﾘ+x-r�,H,ﾉv9'H��隗xﾕｨ,��100% ����R�達成 

実事業 ���+X,H����ｩ&ｸ輦�;�/�ﾗ8,�+ﾘｨHﾘr�(100%) 茶���R��

特別支援教育アシス �<�¥ｨ辷�ｻ8支4�5b��ﾂ�辛 249人 �#C��ﾂ�達成 

タント事業 �5疫ｲ�6x,ﾉGｩ'R��B�(199人) 茶�等�ﾂ��

〔参考〕 ( )書きは.平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実績

*　巡回相談指導等の結果から得た必要人数を基に､平成20年度(20007年度)の目標数値を

定めた｡

【実施状況に関する評価･許題】

申請のあったすべての幼稚園･学校に対し､早期に巡回相談指導を行う

ことが必要である｡また､緊要な課題のある幼児児童生徒に対して･複数

回の巡回相談指導が必要である｡

特別支援教育に係る校内支援体制作りの確立や､個別の指導計画の活用

等のため､学校現場における実践研究を進めていく必要がある｡

管理職のリーダーシップ及び特別支援教育コーディネーターの育成を図

り､各園･学校におけるより一層の総合的な支援体制の構築のための指導･

助言が必要がある｡

特別支援教育の推進のため､引き続き､管理職や市民等に理解･啓発を

図っていく必要がある｡

小･中学校における対象児童生徒に対する指導内容･方法の充実を図る

ため､個別の指導計画の作成･活用の推進を図る必要があるo

小･中学校における特別支援教育アシスタントについては予定数を配置

したが､今後とも支援を必要とする児童生徒数に応じた適切な配置が必要

である｡

【課溝への対応】

巡回相談指導については､申請のあったすべての幼稚園･学校に対し10

月まで実施するとともに､緊要な課題のある児童生徒が在籍する学校及び

特別支援教育推進校に対して複数回実施する｡

特別支援教育のモデル校として,特別支援教育推進校を指定し､校内支
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援体制作りの確立や個別の指導計画の活用等に関する拠点的な整備･充実

を図る｡

特別支援教育コーディネーターの養成については､初任者･経験者別の

研修講座とともに､新たに各行政区で中核的なコーディネーターを養成す

るための講座を2回実施する｡

管理職､市民･保護者を対象とする講演会の継続開催及び指導資料の作

成･配布により,特別支援教育に関する理解･啓発を図る｡

適切な指導や必要な支援を行うための個別の指導計画の作成･活用を促

進するo

学習障害(LD)児等への特別支援教育アシスタントの複数配置を実施

する｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

平成14年度(2002年度)から実施している｢基礎･基本｣定着状況調査

によると,毎日朝食をとることや早寝･早起きをすることなどの基本的な生

活習慣を身に付けることが学力の定着によい影響を及ぼしていることがうか

がえる｡

こうしたことから､学校においては､家庭に積極的に働きかけることによ

り､家庭の理解と協力を得て､基本的な生活習慣の確立に向けた取組を推進

してきた｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

子どもの生活習慣確立支援事業の実施

ア　啓発用広報紙の作成･配布

幼稚園､小学校及び中学校の全保護者を対象に､広報紙を作成･配

布し､幼稚園や/ト･中学校が行う家庭への働きかけを支援することに

より､幼児児童生徒の基本的な生活習慣の定着について啓発を図ったC

イ　｢生活リズムカレンダー｣の作成

｢生活リズムカレンダー｣ (幼稚園用､小学校用)を活用し､幼児児

童の基本的な生活習慣の定着を図った｡

2　数値目標等の達成状況

〔参考〕　( )書きは.平成19年度(2007年度)における日棲数値及びその実績

*　平成22年度(2010年度)に100%になるように､平成20年度(2008年度)の目標数値を

定めた｡

【実施状況に関する評価･課題】

｢早寝早起き　元気なあいさつ　朝ごはん｣運動を推進し､保護者向け

の広報紙の配布による家庭への啓発をするとともに､全校一斉生活リズム

20



カレンダー週間を10月に実施することができた｡

｢毎日朝食をとる児童生徒の割合｣に関する目標は､おおむね達成され

ているが､今後とも学校と家庭の連携を更に強め､家庭の理解と協力を得

られるようにする必要がある｡

【課題への対応】

今後とも､家庭への働きかけを積極的に行い､家庭の理解と協力を得る

ことが大切であり､毎日朝食をとることを重点においたリーフレットを活

用し､ 10月の強化月間における取組の継続実施など､保護者への取組を一

層推進する｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

児童生徒が心豊かに楽しい学校生活を送ることができるようにするために

は､豊かな情操や感性を育むことが大切である｡

このため､児童生徒が優れた演劇や音楽などに直接触れたり､自ら発表し

たりする場を設けるなど､学校における文化芸術教育の一層の充実を図って

きた｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)中学校演劇鑑賞推進事業の実施

心に残る感動体験を通して､生徒の豊かな感性と創造力をはぐくむた

め､優れた演劇を直接鑑賞する機会を提供し､中学校1年生約2,000名

がアスチールプラザ大ホールにおいてミュージカルを鑑賞した｡

(2)小･中･高校生による文化の祭典の開催

文化芸術活動の振興を図るとともに､児童生徒にいきいきとした学校

生活を送らせ､健全な育成を図るため,小･中･高等学校の各校種にお

ける文化の祭典を開催し､文化芸術に関する日頃の学習の成果を発表し

たo

(3)中学校文化部活動活性化支援事業の実施

生徒の多様なニーズに応じた文化部活動等の活性化を図るため､地域

人材の活用を行った｡

2　数値日榛等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

中学校演劇鑑賞推進事 俑�ﾎ2陂佇�/�ｭ8�ﾂ���ｸ�R�*1 塔B纈R�おおむね 

莱 �+X+ﾘ*(,i�8,)�b�6ｸ,ﾈｨHﾘr�85% (77.5%) 茶ィ繧R��達成. 

小.中.高校生による 傅ﾂ��りﾘ(ﾕｩ�h,��.h.兌h嶌,ﾈﾝY5B�淫ﾈｧxﾕｨ,ﾉYB�,��*2 唐縒R�達成 

文化の祭典(小学校の 部) 伜���+X+ﾘ髯;h,ﾂ�ｨHﾘr�8% (7,0%) 茶b纈R��
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小.中.高校生による 傅ﾂ�(b靼(ﾕｩ�h,��.h.兌h嶌,ﾈﾝY5B�*2 ��"絣R���R�"R��未達成 

文化の祭典(中学校の 忠(hｧxﾕｨ,ﾉYB�,��16.2% 

那) 伜���+X+ﾙ�i6ｸ,ﾂ�ｨHﾘr�(13.9%) 

小.中.高校生による 傅ﾂ�(b靼(ﾕｩ�h,��.h.兌h嶌,ﾈﾝY5B�*2 �#�綯R���r��R��達成 

文化の祭典(高等学校 宙ﾘ)9乂xﾕｨ,ﾉYB��18.6% 

の部) �,伜���+X+ﾙ�i6ｲ�,ﾈｨHﾘr�(18.0%) 

中学校文化部活動活性 兌h峪YHｨ�:�-h,ﾂ�*3 24.3% 日6.8%) �#�纈R�おおむね 

化支援事業 ��?ﾉzb�茶#�絣R��達成 

〔参考〕  ( )書きは､平成19年度(2007年度)の目標数値及びその実績

*1これまでの実績を基に.平成20年度(2008年度)の目標歎値を定めたb

*2これまでの実績を基に毎年1ポイント(高等学校の部は､ 0 6ポイント)ずつ増加させること

を目標に､平成20年度(2008年度)の目標数値を定めた｡

*3平成22年度(2010年度)に25%になるように､平成20年度(2008年度)の目標数値を定め

た｡

【実施状況に関する評価･課題】

中学校演劇鑑賞推進事業については､平成19年度(2007年度)に演劇

を鑑賞した生徒･教員･保護者を対象に実施したアンケートの結果や校長

会からの意見を踏まえた演劇の内容にした∴

今後とも､演劇を鑑賞したいと思う生徒が増えるよう､演目等について

検討する必要がある｡

小･中･高校生による文化の祭典については､小学校･中学校の合同開

会式､各校種の文化芸術活動の紹介を行う｢オープニングイベント｣ (会場:

シャレオ中央広場)を開催するなど､市民への広報活動を行った｡また､

校長会や広島市小学校教育研究会､広島市中学校文化連盟及び広島市立高

等学校文化連盟を通じて､積極的な児童生徒の参加について周知を図った｡

中学校の部については､開催時期をはじめ､生徒が参加しやすい環境づ

くりを検討する必要がある｡

中学校文化部活動活性化支援事業については､中学校62校において､文

化芸術に造詣が深く指導力の優れた地域の人材を指導者として招へいし､

文化部活動の活性化を図った結果､大会において優秀な成績を収めるなど

の成果があった｡

｢文化部活動の加入率｣は､年々増加しているものの､今後も生徒の加
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人を促す取組の一層の充実を図る必要がある｡

【課題への対応】

中学校演劇鑑賞推進事業については､演劇の内容について､生徒の実態

を考慮するとともに､新学習指導要額のねらいを踏まえながら検討するo

また､鑑賞に当たっての事前学習の一層の充実を図る｡

小･中･高校生による文化の祭典については､各学校の特色ある文化芸

術に関する取組の質的な向上を図るために実施している｢1校1文化芸術｣

を推進することにより､各学校における文化芸術教育の充実を図るととも

に､文化の祭典への参加の機運を高める｡

中学校文化部活動活性化支援事業については､各中学校における外部人

材の活動状況を確認･把握するとともに､指導者と学校との連携のあり方

について指導･助言を行うことにより､文化部活動の一層の活性化を図る｡

24



【平成19年度(2007年度)までの取組】

体力は､活力のある生活の源であり､児童生徒が学校はもとより､家庭や

地域においても運動やスポーツに親しみ自発的に体力を高める習慣と態度を

養うことが大切である｡

｢新体カテスト｣ (※)結果における児童生徒の体力は､向上傾向が見られ

るものの､全国平均と比べるとまだ低い状況にあり､体力を向上させる取組

の充実を図ってきた｡

※ [新体カテスト]

目的　　児童生徒が自分の体力や運動能力に関心を持ち,より一層能力を高める努力をするこ

と｡

対象　　小学校1年生から高等学校3年生までの男女児童生徒

項目　　鳩加､ ｢上体起こし｣､ ｢長座体前屈｣､ ｢反復横とぴ｣. ｢立ち幅跳び｣､ ｢50m走｣･ ｢ソ

フトボール投げ(小学校)り＼ンドポール投げ｣､ ｢20mシャトルラン.持久走｣

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)体力つくりステップアップ事業の実施

7　1校1体力つくり事業の推進

年間を通じて､学期ごとや月別に目標を設定した体力つくりの取組

を､全小学校で展開したoまた､小学校4年生以上にr体力アップハ

ンドブック｣を配布し､日々の運動を記録させるとともに､運動の記

録(貯筋(ちょきん)通帳)が､ 10,000点を超えた児童に努力賞を授

与し､児童が目標をもって主体的に体力向上に取り組めるようにした｡

イ　r新体カテスト｣の実施

小･中･高等学校の全児童生徒を対象に｢新体カテスト｣を実施し､

結果公表を行った｡

ウ　r体力アップ罷定証｣及びr体力優秀賞｣の交付
｢新体カテスト｣の合計得点が前年度より7点以上アップした児童

に｢体力アップ認定証｣を､また､全テスト項目の平均が全国平均を

上回った小･中学校の児童生徒に｢体力優秀賞｣を交付した｡

エ　教員の指導力の向上

小学校の体育の授業を充実させるとともに､体力向上の取組のより
一層の推進を図るため､研修会を2回､また､講習会を1回開催した｡

オ　啓発用リーフレットの作成

25



小学生保護者を対象に配布し､家庭や地域での運動やスポーツ活動

時間を増やすよう啓発活動に努めた｡

(2)中学校運動部活動活性化支援事業の実施

生徒の多様なスポーツニーズに応じた活動を保障するとともに､運動

部活動の活性化を図るため､平成17年度(2005年度)に設置した｢広島

市立学校スポーツ活動支援人材バンク｣ (専門的技術･指導力を備えた地

域のスポーツ経験者を指導者として登録し､小学校の体育･中学校の運

動部活動の支援を行うための人材バンク)を活用するなど､広島市立中

学校の運動部活動に､専門的技術指導力を備えた地域のスポーツ経験者

64名(原則1校1名)を招へいした｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

｢新体力テスト｣の 実施 冏ｸ�8,ﾉ[ﾘｼ�&ﾂ�*ｩ�8ﾙ�,ﾉ[ﾘｼ��&ﾈ決�8,�,�,��+ﾘﾘ�mｩ�H,ﾈｨB�驀��50% �32�2R�未達成 

体力つくりステップ ��ﾉ|ﾘ4�6(7iDb��B�■ 22% �3�綯R�達成 

アップ事業 �.���,ﾈﾏ�WB�,ﾈｨHﾘr�● (17%) 茶#�縒R��

中学校運動部活動括 ��:餾Hｨ�:�,ﾂ�* 684% 田rﾃ坦�おおむね 

性化支援事業 ��?ﾉzb�(73.3%) 茶cr綯R��達成 

〔参考〕 ( )書きは､平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実績

*　これまでの実績等を基に､体力つくりステップアップ事業にあっては毎年5 5ポイント･

中学校運動部活動活性化支援事業にあっては毎年0･8ポイントずつ増加させることを目標

に.平成20年度(2008年度)の目標数値を定めた｡

【実施状況に関する評価.課題】

｢体力アップハンドブック｣の配布や各学校における｢一校一体力つく

り事業｣を通じて､児童が自らの体力に関心を持ち､体力向上への意欲の

高揚を図ることができた｡ ｢体力アップ認定証の交付数の割合｣は目標数値

を超えているが､より一層の向上を図る必要がある｡

中学校における運動部活動加入者は､平成19年度(2007年度)まで減

少傾向にあったが､各学校における魅力ある部活動の創造に向けた取組や

外部指導者の協力等により､平成20年度(2008年度)は上昇した｡
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顧問の実技指導力不足や高齢化､部員数の減少など､多くの課題があり､

今後も､運動部活動のより一層の充実､活性化を図る必要がある｡

【課題への対応】

家庭や地域における運動量を確保するため､引き続き｢体力アップハン

ドブック｣を配布し継続的な取組の促進を図るとともに､家庭の理解と協

力を得るよう学校に働きかける｡

楽しみながら長なわ跳びに取り組む｢体力チャレンジ｣や体力つくりの

気運を高める｢体力つくり標語｣の募集を行うなど､より一層,体力向上

の意欲の高揚を図るo

体力の向上の観点から､生徒の多様なスポーツニーズに応え､運動部活

動の活性化を図ることは大変重要であることから､今後とも地域のスポー

ツ経験者を指導者として派遣するとともに､ ｢広島市立学校スポーツ活動支

援人材バンク｣制度の整備･充実により､更に幅広く外部指導者の人材の

活用･協力を得て､運動部活動のより一層の充実･活性化を推進する｡

平成21年度(2009年度)から､子どもたちの体力向上を支援すること

を目的として､学識経験者､学校関係者､教育委員会職員で構成する｢子

どもの体力向上支援委員会｣を設置し､広島市の児童生徒の実態に即した

運動プログラムを開発し､普及に努めることとしている｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

規範性をはぐくむための指導資料を各小中学校へ配付したり各種研修会を

開催したりするなどして,教員の指導力向上を図る取組を進めてきた｡

ボランティア手帳を各学校に作成･配付し､保護者や地域住民と連携して

実施するボランティア活動を通して､児童生徒に社会責献の心や思いやりの

心を育成してきた｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)広島市の実態に即した教材や活動プログラムの開発

児童生徒が善悪を判断し､実践するたくましい自律心を身に付けるこ

とができるよう､大学関係者や教職員から構成する教材開発委員会を設

置し､広島市の実態に即した教材･活動プログラムについて検討を進め

た｡

(2)道徳の授業カパワーアップ研修の実施

教員の指導力の向上を図るため､優れた力量を持つ教員による公開授

業などを行う｢道徳の授業カパワーアップ研修｣を実施した｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

広島市の実態に即した 仆8ﾝ�.(ｨ�:�7b�平成21年 兌ﾙ�ﾃ#�D��達成 

教材や活動プログラム �8ﾘ4�8�8�,ﾈ､｢�(2009年) 茶#��僖竰�

の開発 �りﾞﾉ�ﾈ鳧ｯ｢�3月 �8ﾈ��

道徳の授業力パワーア �;�;�,ﾈ�ｼi|ﾒ�7�8��ｸ4�6(7b�12回 ��(���達成 

ツプ研修の実施 侈H�8,ﾈ��邵����B�

【実施状況に的する評価･課題】

･教材開発委員会を5回開催し､意識実態調査の分析結果等を踏まえ､教

材･活動プログラムの内容や指導方法等について検討を行い･ ｢法やきまり
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の遵守｣や｢社会生活上のルール､公徳心｣などの4額域21プログラムか

らなる｢第一次とりまとめ｣を策定した｡

道徳の授業力の向上を目指し､全小･中学校の道徳教育担当者を対象と

して,小学校7校､中学校3校において､規範性をテーマとした授業研修

会を計10回開催するとともに､大学関係者による講話や実践交流を行う全

体研修会を計2回開催した｡

各プログラムの効果等を検証するための実践研究を行う必要がある｡

各学校の道徳担当者がより一層実践的指導力を身に付け･自校の道徳教

育充実のための指導体制を確立する必要がある｡

【課題への対応】

引き続き､教材開発委員会を開催し､新たに指定した小･中学校の教材

開発協力校における実践研究の成果等を踏まえ､教材･活動プログラムの

内容の見直し等を行い､年度末までに｢最終取りまとめ｣を策定する｡

各学校の道徳教育担当者が､教材･活動プログラムの内容や指導方法等

を学び､自校の道徳教育の実践に生かすことができるよう､プログラムの

実践研究を行う教材開発協力校において､公開研修会を実施する｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

近年の少子化･核家族化等の社会情勢の変化を背景に､就学前教育･保育

を取り巻く状況は大きく変わりつつあり､長時間保育や一時保育､就学前教

育･保育の質的向上､子育て支援の充実等の課題が生じている｡

こうした中､平成17年(2005年) 3月に｢幼稚園と保育園のよりよい連携

のあり方検討委員会｣の検討結果を取りまとめるとともに､平成18年度(2006

年度)には幼稚園･保育園と小学校が連携して年間指導計画の作成や指導の

在り方等について実践研究を行う｢幼･保･小連携推進事業｣を34小学校区

で､平成19年度(2007年度)には70小学校区で実施してきた｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)　r就学前教育･保育プログラム｣の推進

平成20年(2008年) 5月に､コミュニケーション能力の向上､基本的

な生活習慣の定着を主な目的とした｢就学前教育･保育プログラム｣を

策定し､全27園でモデル実施した｡

(2)幼･保.小連携推進事業の実施

140小学校区において幼稚園･保育園･小学校の教員等で構成する連携

推進委員会を設置し､合同研修会や交流授業等を実施した｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

｢就学前教育.煤 做�ｧy��8屍饐ｸ支7h8ﾒ�4�8�8�,ﾈﾟI.葦ｨﾌ��平成20年 兌ﾙ�ﾃ#�D��達成 

育プログラム｣の �(2008年) 茶#��吋竰�

策定 �5月末 店ﾈ��

幼.煤.小連携推 傅ﾈｧxﾕｨｾh+(,h,ﾉv9'B���饐ｸ支��顫ﾈｧxﾕｨﾘr�6回 塗���達成 

進事業 �:�,ﾈﾊH�8檍.(ﾏ�zﾈ��ｼh,ﾈ��邵���B�(6回) 茶h����

〔参考〕  ( )書きは.平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実績
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【実施状況に関する評価･課題】

本市独自の｢就学前教育･保育プログラム｣を策定した｡今後は､その

普及を図る必要がある｡

各小学校区内にある幼稚園(公立･私立)､保育園(公立･私立)と′ト学

校の連携推進委員から成る小学校区連携推進委員会を設置し､幼･保と小

学校が連携して年間指導計画の作成のあり方や就学前教育から小学校教育
へのスムーズな移行を図るための指導のあり方等について全小学校区で実

践研究を進めることができた｡

【課題への対応】

推進計画の2つの柱(① ｢多様なニーズに応じた就学前教育.保育の充

実｣と｢小学校教育との接続の円滑化｣を目指した施策の展開･ ②市立幼

稚園､保育園のあり方の検討)に沿って､具体的な取組を実施する｡

年間6回以上の合同研修会､交流授業を継続し､新たに｢幼稚園に行こ

う週間｣に取り組み､幼･保･小の教職員の連携を一層充実する｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

近年の出生者数の減少に伴い､全国的に小･中学校の児童生徒数が減少してい

る中,本市においても1校当たりの児童生徒数,学級数はともに減少してきてお

り､学校の小規模化が進んでいる｡

こうした学校の小規模化に伴い､児童生徒が相互に刺激し合い切瑳琢磨する機

会が少なくなることや､選択教科､部活動等において､生徒の多様な要望に十分

に応えられなくなるなどの教育面の問題が懸念されている｡

また､老朽校舎の改築や校舎耐震補強､校舎維持補修等に多額の費用を要し･

市財政への影響も大きくなってきた｡

このため､これまで教育委員会内部において研究を行ってきたところである

が､急務であった過大規模校(31学級以上)への対処を優先してきたこと､また､

少人数教育推進のための段階的プランに基づく学級規模により検討を行う必要

があったことから､学校の適正配置について本格的に検討するまでには至らなか

った｡

そうした中､過大規模校(31学級以上)への対処が､おおむね終息する見通し

となったこと､また､少人数教育推進のための段階的プラン(第Ⅰ期)が平成20

年度(2008年度)から実施となったことから,学校の小規模化に伴う諸課題に対

処するため､学校の適正配置について検討を行う準備を進めた｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

学校の適正配置について検討を進めるに当たり､平成20年(2008年) 7月

に､学識経験者､保護者団体及び地域団体の関係者並びに市民委員等により構

成する｢広島市立学校適正配置等のあり方に関する検討協力者会議｣を設置し

た｡

この会議では､市民アンケートを実施するなど幅広い観点から学校の適正配

置についての検討を進め､ 6回にわたる会議での議論を集約した後､平成21

年(2009年) 3月に報告書を取りまとめ､本市へ提出した｡
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2　数値目標等の達成状況

【実施状況に関する評価･課題】

目標どおり平成21年(2009年) 3月､ ｢広島市立学校適正配置のあり方に

関する報告書｣を受理した｡

報告書では､適正配置の基本方針､学校の適正規模(1学級当たりの人数､

1学年当たりの学級数)､適正配置の実施に当たっての留意点(望ましい通

学距離及び通学方法､適正配置の主な実施手法､地域社会への配慮)など､

学校の適正配置に取り組む上で必要な事項について検討が行われている｡

今後は､対象校を選定するなど､具体的な検討を進める｡

【課題への対応】

平成21年度(2009年度)に学校の適正配置計画を策定する｡

計画の策定に当たっては､各学校について通学距離や公共交通機関の状況､

保有教室等の状況や校舎の継続利用の可能性､学校と地域コミュニティとの

かかわり､児童生徒数の今後の推移などの現状調査を行い､その実態を十分

把握する｡

こうした現状調査と本報告書を踏まえた計画とする｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

平成17年度(2005年度)に｢広島養護学校の建替えに係る基本構想｣を策

定し､移転改築を念頭にまとめた｡

平成19年度(2007年度)未､建替え候補地を両区出島二丁目のメッセ･コ

ンベンション等交流施設用地10.5haの東側2.5haとし､基本計画を策定(平

成20年(2008年) 6月)した｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

川　基本計画(平成20年(2008年) 6月策定)

策定した基本計画について､学校関係者､保護者(53名､ 133件)から

意見を聴取した｡

(2)基本設計･実施設計

プロポーザルにより設計者を選定し､着手した｡
･　プロポーザル　　平成20年(2008年) 7月～10月

･基本設計･実施設計着手　　工期:平成20年(2008年) 10月～平

成22年(2010年) 1月

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

広島特別支援 舒馮ｹ�ﾘﾇi(X薰�平成20年 兌ﾙ�ﾃ#�D��達成 

学校の建替 �,ﾈ鳧ｯ｢�(2008年目0月 茶#��吋笆鑓ﾈ��

【実施状況に関する評価･荘原】

計画どおり､基本設計･実施設計に着手することができた｡今後･基本

計画策定時に寄せられた学校関係者及び保護者からの意見を精査しながら

設計に反映し､平成21年度(2009年度)中に実施設計を完了させ､平成

24年度(2012年度)開校の目標を達成できるよう取り組む｡

【課題への対応】

学校と協議を密にしながら､基本設計策定を早期に完了させる｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

生活習慣の確立や学力の向上を図るとともに､子どもの精神的･人間的成

長を促すことを目的に､子どもの発達段階･家庭状況などに応じて､人坐経

験の豊富な大人(メンター)が1対1の関係で交流し､子どもを支援する｢メ

ンター制度｣ (※)を平成17年度(2005年度)から本格的に実施してきたo

平成19年度(2007年度)は､ 29名が交流を開始し･平成18年度(2006

年度)からの継続利用者32名と合わせ､ 61名が交流を行った｡

※ ｢メンター制度｣

｢メンター｣という言葉は､ギリシャのホメロスの叙事詩qオデュッセイア』の主人公オ

.デュッセウス王が息子の教育を託す人物として選んだ老賢人｢メントール｣という男性の名

前に由来している｡アメリカでは､企業の人材育成をはじめ､教育の分野でも導入され,約

100年の歴史を持つ制度であるが,日本では･平成16年(2004年) 1月から自治体で初めて

本市が導入し､学習意欲や積極性の向上不登校の改善など･子どもの成長に効果を上げて

いるo

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)多様なメンターの確保

メンターと子どもの交流がより効果的に行われるよう､大学や関係機

関､ボランティア団体などと連携を図り､多様なメンターの確保に努め･

平成22年度(2010年度)中に登録者が平成18年度(2006年度)の2倍

の200名を超えるよう､その拡大を図った｡

(2)利用者の拡大

平成20年度(2008年度)は80名以上の子どもたちが交流するよう利

用の拡大を図った｡また､暴走族予備軍など問題を起こす可能性のある

青少年やひきこもり状態にある青少年等への制度の紹介を行った｡

(3)広報･啓発活動の推進

(1)､ (2)の実現を図るため､利用者説明会の開催､保護者･小中学校教

諭･関係機関などへの制度説明など､積極的に制度の広報･啓発活動を

行った｡

(4)メンター相互の連携と資質及び能力の向上

メンターだよりの発行や研修会の実施などにより､メンター相互の連

携と情報の共有化を進めるとともに､資質及び能力の向上を図ったa

(5)多様な交流の鳩や機会の確保
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メンターが子どもの自宅外でも交流できるよう､公民館や学校､スボー

ッセンター等､交流の場や機会についての情報提供を進めるとともに､交

流行事を開催した｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

メンター制度の推進 �8�985��ｹ�y7�,ﾈﾏ�zﾂ��y�B�* 80組 (60組) 塔��r�ツ��r��達成 

〔参考〕  ( )書きは､平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実績

*　これまでの実績を基に前年度より20組ずつ拡大していくことを目標に､平成20年度(2008

年度)の目標数値を定めた｡

【実施状況に関する評価･課題】

本格実施4年日を終え､数値目標は達成できたものの､地域によりメン

ター登録者数や利用希望者数に偏りがあることから､未交流のメンタ-と

利用者がいる状況であるC

【課題への対応】

本市の全体的な利用者数の増加を図る必要があることから･これまで以上

に制度のPR活動に努め､メンター登録者及び利用希望考の増加を図るo
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

子どもたちの平和意識の低下が懸念される中､子どもたちに被爆体験を確か
に継承し､世界恒久平和の実現に貢献する意欲や態度を育成することが喫緊の

課題である｡
こうしたことから､各学校において､本市教育委員会が作成･配布した平和

教育の指導資料を活用して､平和についての自らの意見･提言を発表する活動
や､被爆体験を聴く会及び平和を考える集い等の開催などに取り組み､平和教

育の充実を図ってきた｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)こどもピースサミットの実施

小学生の平和についての意識を高めるため､ ｢こどもピースサミット｣
への意見作文の応募者数の拡大に向けた取組を行った｡

(2)中･高校生によるヒロシマの#承と発信の実施
中･高校生の世界恒久平和実現に責献する意欲や態度を育成するため､
｢中･高校生『平和』プレゼンテーションコンテスト｣への応募グループ

数の拡大に向けた取組を行った｡
(3)　r平和への誓い｣アクションプログラムの実施

平和交流会やテレビ会議を開催し､平和メッセージを発信するなど､ ｢平

和への誓い｣を具体化する取組を行った｡

(4)平和を考える集い等の開催
市立学校において､ 8月6日の平和記念日に焦点をあて､平和を考える

集い等を開催した｡

(5)被爆体験を聴く会等の開催
市立学校において､被爆体験者を招へいし､被爆の実相や平和への願い
を聴く会等を開催したC

37



2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

こどもピースサ �(+�,x.�78�ｸ5�5H7�62��ﾈ5"�*1 66% 塔�R�達成 

ミット �6z8-hﾞﾈ�8/�咎^X+X+ﾒ�髯;h,ﾈｨHﾘr�0 (37%) 茶S坦��

中.高校生によ �)(b靼(ﾕｩ�h�y[ﾙ�����7h8ﾈ5ｸ986X�ｸ5h8x985"�*2 ���4���8ｸ42�未達成 

るヒロシマの継 承と発信 �986X5�6z8-h,ﾈ咎^X4��8ｸ�ｸ7i�B�14クル-7 (11ク●ルー‖ 中ﾆﾈ5��ﾈ8ｲﾓs���

｢平和への誓 い｣アクション 丶8､�ﾊx､�,ﾈｧxﾕｨ,i[ﾒ�*3 鼎Hﾕ｢�達成 

プログラムの実 施 刎�ﾏ�zﾈ/���邵+X+ﾘﾕｩ�B�23校 

平和を考える集 �+x-x,H,ﾈ抦ｧxﾕ｢�(hｧr�ﾕｨｷ�-�<�¥ｨ辷�ｧxﾕｨ,R�205校 �#�Xﾕ｢�達成 

い等の開催 兌ﾙ��/�ﾖﾈ*h.偖x*)9�/��､ｨﾜ2�(205校) 茶#�Xﾕ｢��

被爆体験を聴く �+x-x,H,ﾈ抦ｧxﾕ｢�(hｧr�ﾕｨｷ�-�<�¥ｨ辷�ｧxﾕｨ,R�205校 ��店ﾕ｢�おおむね 

会等の開催 儂ﾙIｩ�ﾈﾋ�/�*�*ﾘ檠9�/��､ｨﾜ2�(205校) 茶#�Xﾕ｢��達成 

〔参考〕()書きは､平成19年度(2007年 剩�)における目 儷y�I&ﾈｷ�-�+ｸ,ﾈ��ｧ｢�
*1これまでの実績を基に毎年7ポイントずつ増加させることを日操に,平成20年度(2008年

度)の目標数値を定めた｡
*2　これまでの実績を基に平成22年度(2010年度)に20グル-プとなるよう,平成20年度(2008

年度)の目標数値を定めた｡
*3　これまでの実績を基に平成22年度(2010年度)に28校となるよう､平成20年度(2008年

度)の目標数値を定めた｡

【実施状況に関する評価･課摩】

こどもピースサミットへの作品応募数の増加や海外･県外の学校と平和交

流を実施した校数が目標数値を超えるなど､平和について自主的･実践的な
取組を行う児童生徒や学校が増えている｡
全校において平和を考える集い等が実施されるなど､各学校における平和
教育の取組が充実してきている｡
被爆者の高齢化等により､被爆体験を聴く会の講師の確保が困難となって
いる｡

子どもたちが被爆体験を語り継ぎ､平和メッセージを広く発信する取組を
より一層推進していく必要がある｡

【課題への対応】

被爆体験者の証言を映像記録として収集し､整理･保存する取組を進める
とともに､被爆体験を聴く会の全校実施に向け､開催趣旨等の周知に引き続
き取り組む｡

中･高校生によるヒロシマの継承と発信など平和メッセージを発信する取
組の充実に向け､校長会等において､こうした取組の早期の周知に努める｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

今日の環境問題は､地球温暖化や都市･生活型公害など､我々の日常生活や社

会経済システムに深くかかわっており､こうした問題に対処していくためには､事業

者､市民､行政といったすべての主体が､環境に配慮した行動をとっていくことが必

要である｡

本市の教育行政分野においても､自然の美しさに感動し､ふるさとを愛する心を基

盤に､環境問題に関心を持ち､環境保全に参加する態度及び環境問題解決のため

の能力を育成することを目的として､各学校における教育活動全体の中で､環境教

育に取り組んでいる｡

具体的な取組としては､体験活動を重視し､自然とのふれあい活動や地域の美

化･清掃活動､学校におけるごみの分別･リサイクル活動や学校給食によるごみの量

の削減､グリーンマーク集めによる緑化推進活動などの多様な取組を行っているoま

た､環境局や各種団体等との連携を図り､夏休みこどもエコチャレンジ事業や牛乳
パックリサイクルなどの環境関連事業に参加している｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)環境教育に係る指導計画等の作成

各小･中･高等学校,広島特別支援学校において､環境教育に係る全

体計画､年間指導計画を作成す~るとともに､環境教育実践事例集等を作

成した｡

(2)温度調査の実施及び壁面緑化.雨水タンクの設置

ア　温度調査の実施

夏期の学校の暑さの実態を把握するため､全小･中学校において普

通教室の温度調査を7月から10月にかけて計5回(1回は1週間単位)

実施した｡

イ　壁面緑化･雨水タンクの設置

市立の小学校2校に､雨水タンクの設置及び壁面緑化に取り組み､

児童や来校する市民に環境問題が身近なものとしてとらえられるとと

もに､生きた環境教育の教材として活用した｡(実施校数　小学校2校)
･　壁面緑化の実施

児童とともにノアサガオ(オーシャンブルー)を植え､育成し､

普通教室を中心に壁面を緑化し､緑化した教室とそうでない教室の

温度差等を計測･データとする(実績1-3度の低減)
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･雨水タンクの設置　　500ltiyL/校

壁面緑化に使用するノアサガオ(オーシャンブルー)への散水に

利用

(3)学校給食牛乳パックのリサイクルの推進

実施校の取組状況と成果を全小･中学校に紹介するとともに･関係部

局とも連携して環境教育の重要性について学校への啓発を行い､実施校

の増加に努めた｡

(4)学校給食における地場産物の使用割合の増加

学校給食の米についてはすべて県内産､野菜･果物については可能な

限り県内産を使用するとともに､毎月1-2回｢地場産物の日｣を実施

した｡

(5)学校給食によるごみの量の減量

学校給食が生きた教材となるよう献立内容を充実するとともに､学校

給食指導に活用する指導資料集を作成配付し､学校給食指導の充実に取

り組み､食べ残しによるごみの量の削減に努めた｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

環境教育に係る指導計画 等の作成 兌ﾙ�ﾃ#�D�7���#��僖�7ｓ2�ﾈ駟h-ﾈ,X,豫(ｺｲ�ｻ8支,佛x.��9�ﾂ�ﾇh柬ID隴H轌;��ﾇh柯/�ﾞﾉ�ﾈ+X+ﾒ�惲�(b靼(ﾕｪB�ﾔﾉ8y<�¥ｨ辷�ｧr�ﾕｨ,ﾈｨHﾘr�100% ����R�達成 

壁面緑化.雨水タンクの 僖隴Hﾇh柯ﾕｩ�H,��100% ����R�達成 

設置 ���+x.們�郢zb�

学校給食牛乳パックのリ 們�邵ﾕｨ,ﾉ�ﾘ��,ﾂ�*1 免ﾂ纈R�達成 

サイクルの推進 乖Hﾘr�10% 

学校給食における地場産 物の使用割合の増加 乂xﾕｨｸｹ��,�*�*��.�&��ｨ蝎Z�,ﾈ誡�w�ｨHﾘr�*2 20% �#2纈R�達成 

学校給食によるごみの量 の削漉 �5ｨ985��ｹ+)yﾙ_ｲ��,ij�I+)yﾘ侯��Y_ｸ�,ﾈ�9�越b�*3 10% �5ｨ985簫�愑�偵�R�(cBﾃbR�未達成 
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の減少率 ��民間調理 6,5% ��

*1平成22年度(2010年度)までに平成19年度(2007年度)から20%増加するように､平成20

年度(2008年度)の目標数値を定めた｡

*2平成22年度(2010年度)までに30%以上となるように､平成20年度(2008年度)の目標数

値を定めた｡

*3平成22年度(2010年度)までに平成19年度(2007年度)から20%減少するように､平成20

年度(2008年度)の目標数値を定めた｡

【実施状況に関する評価･課題】

環境教育に係る全体計画､年間指導計画を作成することにより､学年ご

とに各教科.道徳､特別活動､総合的な学習の時間等における環境に関す

る指導の内容を抽出･整理することができ､計画的･系統的な指導を行う

ことなど､より一層の充実を図ることができた｡

壁面緑化は､教室温度の低減に一定の効果があり､児童の環境教育への

興味･関心を高め､学校の教育活動に生かされた｡

今後､壁面緑化･雨水タンクの設置事業費の縮減策を検証し､実施校数

を拡大していきたい｡

学校給食牛乳パックのリサイクルの推進及び学校給食における地場産物

の使用割合の増加については､目標どおり達成できた｡

児童生徒の環境に対する意識を高める必要がある｡
｢地場産物の日｣をより一層拡充する必要がある｡

【課題への対応】

環境学習で学習したことを､主体的に生活の中に取り入れていく実践力

の向上を図るため､生活と関連させた環境学習の充実を図る｡

花壇の代用としてプランターによる植栽等について､平成21年度(2009

年度)中に検証する｡

児童生徒の環境に対する意識を高めるため､学校給食指導の資料に牛乳

パックリサイクルの実践事例を盛り込み､指導に活用する｡

｢地場産物の日｣の回数を増やすとともに､ 100%県内産米を使用した米

飯給食の回数を増やす｡

食に関する指導等の機会をとらえ､食事の重要性について周知すること

により､残食率の低下を目指す｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

各地で､学校内への侵入事件や､児童生徒が不審者から声をかけられたり､

あとをつけられたりするなどの事件が多く発生しており､登下校中等の子ども

の安全確保は重要な課題である0本市では､平成17年(2005年)11月22日に

安芸区で発生した事件を受け､市長を本部長として｢広島市子どもの安全対策

推進本部｣を設置し､以来､ ｢子どもの見守り活動10万人構想｣をキャッチ

フレーズに､ ｢児童生徒の登下校の方法｣ ､ ｢通学路の点検･見直し｣ ､ ｢不

審者情報の収集･提供｣ ､ ｢児童生徒の自己防衛意識の高揚｣ ､ ｢公園･遊び

場における安全対策｣及び｢子どもを守るまちづくりの推進｣の6項目を柱と

して,全庁を挙げて子どもの安全対策に取り組んできた｡

特に､子どもを犯罪から守るためには､子どもに大人の目が常に注がれる状

況を作り出していくことが重要であり､保護者･地域の方々等の協力を得なが

ら､子どもを地域全体で守っていく態勢づくりを推進しているo

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)見守り･巡回活動の推進

ア　r子どもの見守り活動10万人構想｣の推進

組織的な見守り活動者3万人と日常生活に組み込まれた見守り活動者

7万人の確保をめざし､ ｢子どもの見守り活動10万人構想｣を推進した｡

イ　｢子ども安全の日｣事業の実施

毎月22日の｢子ども安全の日｣を中心として､学校･家庭･地域にお

いて､子どもの安全を守るための様々な取組を集中的に実施した｡

り　巡回用バイク等の運用

各小学校に配備したバイク･電動アシスト自転車等により､巡回活動

を実施した｡

エ　通学路の定期的な点検の実施

保護者､児童及び教職員等により､通学路を定期的に点検した｡

(2)児童生徒の自己防衛意鼓の高揚(安全意織啓発マップづくtJその他)

ア　｢安全意識啓発マップづくり｣を市立小学校のほぼすべてのクラスで

行った｡

イ　防犯教室を市立のすべての幼稚臥小学校､中学校､高等学校及び特

別支援学校で開催した｡

り　学校安全対策の充実のため､ 6月と11月の年2回､市立の幼稚園､小
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学校､中学校､高等学校及び特別支援学校の園長･校長や安全対策担当者

を対象とした研修会を開催した｡

(3)子どもを守るまちづくりの推進(講演会の開催その他)

保護者や地域の方々の危機管理意識の啓発を図るため､ 11月に講演会を

開催したほか､各地域での活動を｢みんなで守ろう子どもの安全｣のホ~

ムページで多数紹介した｡

2　数値目榛等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

｢子どもの見守り活動 ��y�I4亶�-�?ｨ�ﾙ�b�100,000人 塔rﾃ����ﾂ�おおむね 

10万人構想｣の推進 乖�,��x-ﾘﾙ�-ﾈ.ｨ+ﾒ�ﾊ偃x.葵�:竟)�B�剪B成 

｢子ども安全の日｣事 丿X抦ｧxﾕｨ,ﾊ(��,r�100% 涛�R�おおむね 

業の実施 �.����8,ﾉ?ｪ8,�*��*�.偃i�x,ﾈ��郢zb�(100%) 茶ヲR��達成 

地域ぐるみの学校安全 �&闔hｧxﾕｨ���8轌;��醜,ﾈｦX抦ｧxﾕｨ-h,ﾂ�100% ����R�達成 

体制整備推進事業 傀H��轌;��(�ｭB�,�����,ﾈ��郢zb�(100%) 茶���R��

防犯ブザー購入費の支 俎y?ﾉN�/�辷ｸｸ+X+ﾒ�100% 都r�2R�未達成 

袷 倬�;h,ﾈ�鰮zb�(100%) 茶コR��

巡回用バイクの運用 ��抦ｧxﾕｩ9h+ﾘ.�,ﾂ�*1 70回 (70回) 田(���おおむね 
使用回数 �(69回) �$)�ﾂ�

通学路の定期的な点検 僖����決�8,ﾉ5���100% ����R�達成 

の実施 �,ﾈ��郢zb�

安全意識啓発マップづ �7ﾘ6(7h,8*ﾘ.ｉ�2�100% 涛坦�おおむね 

くり �4�8�5ｘ,ﾈ��郢zb�(100%) 茶唐R��達成 

講演会の開催その他 俎X�檍,ﾈ�����)�B�*2 600人 (600人) 田#��ﾂ�ツ3I�ﾂ��達成 

〔参考〕  ( )書きは､平成19年度における目標数値及びその実績

*1これまでの実績の倍増となるよう,平成20年度(2008年度)の目標数値を定めた｡

*2使用施設の定点を基に､平成20年度(2008年度)の目標数値を定めたo

【実施状況に関する評価.課蓮】
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｢子どもの見守り活動10万人構想｣の推進について､なお多くの不審者

事案が発生しており､引き続き､組織的見守り活動と日常生活に組み込まれ

た見守り活動の充実を図る必要がある｡

毎月22日の｢子ども安全の日｣の取組や､小学校ごとの｢子どもの安全

を守る連絡協議会｣等を通じて､より一層､子どもを地域全体で守っていく

態勢づくりを推進していく必要がある｡

防犯ブザー購入費を支給した児童の防犯ブザー所持率が100%になるよう､

更に保護者への意識啓発を行っていく必要がある｡

巡回用バイクの活用が十分でない学校があるため､有効に活用されるよう

に徹底していく必要がある｡

すべての小学校において通学路の安全点検を行い､ ｢子どもの安全を守る

連絡協議会｣等で安全対策について検討したo

安全意識啓発マップづくりや防犯教室の開催等により､子どもの危険回避

能力の向上を図ることができた｡

子どもの安全に係る講演会に､保護者や地域団体等の方に多数参加してい

ただき,意識啓発を図ることができた｡

侵入者対策など､学校内の安全対策を充実していく必要があるo

【課頴への対応】

子どもの見守り活動を充実するため､買い物や散歩などの日常生活を登校

時間帯の午前8時前後と下校時間帯の午後3時以降に行う｢8 ･ 3 (ハチサ

ン)運動｣を展開する｡

子どもの安全についての危機管理意識を持続するため､引き続き､ ｢子ど

も安全の日｣事業を実施するとともに､新たに｢しあわせのひまわり｣を受

け継いでいく取組(※)を進める｡

防犯ブザーを確実に購入し所持していただけるよう､保護者への意識啓発

に努める｡

巡回用バイク等が有効に活用されるよう徹底するとともに､十分な利用が

されていない場合は､他の小学校の自転車等との交換などを検討するa

すべての小学校において通学路の安全点検を継続して実施するとともに､

児童生徒の危険回避能力や対処能力を高めるため､引き続き､小学校の全ク

ラスにおける安全意識啓発マップづくり等に取り組んでいくC

警察への非常通報装置の導入など､学校内への侵入者対策の充実を図る｡

※　｢しあわせのひまわり｣を受け継いでいく取組

平成17年(2005年) 11月22日の下校中に殺害された木下あいりさんが育てていたヒマワ

リの種を受け継ぎ､ ｢しあわせのひまわり｣と名付け､育てていくことを通じて､事件の風化

を防ぐとともに,命の大切さや安全に安心して暮らせる社会を築きたいとの頼いを伝えてい

く取組｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

本市では､ ｢広島市教員研修体系｣に基づき､教職員が各ライフステージ及

び各職務等に応じた資質能力を高めるための組織的･計画的な研修を実施して

きた｡

学校の教育力を高める人材を育成する観点から､研修講座の充実及び個別支

援､情報提供を中心として校内研修や自己研修の支援の一層の充実に努めてい

る｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)研修講座の実施

初任者研修や10年経験者研修などの教職経験年数に応じた研修､新任

教務主任等の職務に応じた研修､各教科等の指導力向上を目指す研修等を

年間にわたって119講座開設･実施した｡実施に当たっては､研修講座ご

とに目標を設定し､その達成状況を受講者へのアンケートにより把握し

た｡

(2)授業づくtJなど教育実践上の課題に対する校内研修･自己研修支援

教育実践上の課題に対する相談に個別に応じることにより､校内研修や

自己研修を支援した｡

(3)教育センター内部Vebへ〇一シ●での指導･研修情報の提供による個別支援

教育実践上の開題解決に必要となる指導･研修情報を教育センター内部

webページで提供することにより､自己研修を支援した｡また､市立学校･

園の教員による授業･保育実践ビデオを収集し､研修講座等で活用すると

ともに､校内研修や自己研修で活用できるよう平成21年(2009年) 3月

末までにWebページで配信した｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

研修講座の実 侈H�8ﾗXﾜ�,冓��ｸ+X+ﾒ�.位H�9>�vX/�ｨ駅�+R�平均90%以上 (平均90%以 上) 兌ﾘｼ��絣R�達成 

揺 �+ﾘ*(,h輊,�+ﾘ.�+X+ﾒ��8ﾗX�(,ﾈｨHﾘr�忠[ﾘｼ���2R��
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授業づくりな ど教育実践の �5H6X8�486xﾊH�8,ﾉD��年間30回実施 僖隴CC������邊�達成 

課題に対する 亊H､ｨﾜ9�B�(年間24回実 忠D隴C3������

校内研修.自己 研修支援 剋{) 况ｒ�

教育センター 内部Webページ �5(986X9868,ﾈ､ｩJﾒ��平成21年(2009 兌ﾙ�ﾃ#�D��達成 

での指導.研修 情報の提供に よる個別支援 俥ﾉ�ﾈ鳧ｯ｢�午)3月 茶#��僖笂8ﾈ��

〔参考〕 ( )書きは,平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実績

【実施状況に関する評価･課題】

各研修講座において､それぞれの目的に応じて､講義形式だけでなく､実

地授業や模擬授業､学習指導案の作成や授業の公開､生徒指導上の問題点や

その解決策について協議する事例研究､民間企業等での実務研修など実践的

かつ課題解決的な研修方法を取り入れるとともに､研修の成果が日々の教育

実践において生かされるよう研修の充実に努めることができた｡今後更に研

修の内容や方法の工夫改善を図る必要がある｡

各学校において､指導主事が授業研究に関する講義･演習を実施したり実

践にかかわったりする｢サテライト研修｣を企画し､授業研究の活性化に向

けた支援を年間41回行った｡実施に当たっては､可能な限り学校のニーズ

に対応するよう努めてきた｡ ｢サテライト研修｣の要請が増加する状況にあ

る中､今後もこうした取組を継続し､より一層内容の充実を図る必要があるo

教育用コンテンツの開発･作成に係る実践研究を行い,小学校の理科と体

育に係るコンテンツを平成21年(2009年) 3月末までに開発･作成するこ

とができた｡今後､研究成果が広く活用されるようその普及に努める｡

【課題への対応】

研修の内容や方法の工夫改善として､実習や演習､社会体験など､実践的

かつ体験的な研修をより積極的に導入したり､研修形態の少人数化を促進し

たりしていく｡また､研修の成果が日々の教育実掛こおいて生かされるよう､

具体的な手だてを工夫し実施する.

主幹教諭を対象として､学校運営を円滑に推進するために組織を動かすこ

とができる人材の育成を目指した研修を新たに実施する｡

サテライト研修に対する学校のニーズの高まりへの対応として､各学校の
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実態に即した研修を年間30回以上実施する｡

新たな自己研修の支援として､月1回土曜日に教育センターを開館し､研

修の機会や場を提供するとともに教育実践上の課題に対する相談に応じる｡

教育実践上の課題解決に役立つ教育研究を行い､その成果をリーフレット

等として平成22年(2010年) 3月未までに全教職員に配付することにより

自己研修を支援する｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

昨今､栄養の偏り､不規則な食事､肥満や生活習慣病の増加､過度のそう

身志向など､食生活をめぐる様々な問題が生じている.

食青は､あらゆる世代の市民に必要なものであるが､とりわけ子どもたち

には､生涯にわたって健全な心と身体を培い､豊かな人間性をはぐくんでい

くため､食青の推進が求められている｡

こうした状況の中､平成17年(2005年) 7月に食育基本法(平成17年法

律第63号)が施行され､これを受けて国においては平成18年(2006年) 3

月に｢食育推進基本計画｣を策定した｡本市においても､平成19年(2007

年) 7月に｢広島市食育推進会議｣を設置し､健全な食生活を実践する市氏

を増やすことを目標に､平成20年(2008年) 3月に｢広島市食育推進計画｣

を策定したo

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

｢広島市食育推進計画｣に盛り込んだ食育推進プログラムの実施を推進

した｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

食育推進計 画の実施 ���y�I��7h8ﾒ�食育推進計画に取りまと めた120件の食育推進プ ���hﾈ��ンrR��達成 
グラムの事業 �8ﾘ4�8�8�,�,(*(,JC��B�

実施率 佇�迭R�,ﾈ馼ｼh/���邊�+x.停�

【実施状況に閑する評価･課題】

目標どおり､食育推進プログラムを実施したo

食青は､健康､子どもの健全育成､食の安全､食料問題など,幅広い分

野にかかわる問題であることから､関係局の各担当課と,相互の情報交換･
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連絡調整を密にし､各事業の連携を図ることで事業効果を高めていくこと

が課題である.

この計画の各事業は､行政だけでなく､教育･保育等関係者､医療･保

健関係者､農林漁業関係者､食品関連事業者などの多様な主体が実施主体

となっている事業も含まれており､それぞれが互いの連携を密に協働して

進め､各事業を｢点から線へ､線から面へ｣とつなげるよう･その調整を

図ることが課題である｡

【課題への対応】

関係各課との連携を密にするため､関係局長会議及び作業部会を随時､

開催する｡

広島市食育推進会議が指定した12の重点プログラムを実施するに当た

り､教育･保育等関係者､医療･保健関係者,農林漁業関係者･食品関連

事業者など多様な主体と協働して取り組むとともに､このプログラムの中

でも､特に｢ひろしま食育ネットワーク事業｣は､各実施主体間の調整に

当たって有効な事業であるので､この事業を積極的に推進していく｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

近年の食生活を取り巻く社会環境の変化等に伴い､朝食の欠食､栄養バラ

ンスを欠いた食事､個食･孤食など､児童生徒の心身の健全な発達に大きな

影響を与える食に起因する様々な問題が増加しており､学校給食を中心とし

た学校における食青の推進がますます重要となってきた｡

こうした中､平成19年(2007年) 3月､安全でおいしい給食推進検討委員

会から､食物アレルギーがある児童生徒への対応や､衛生管理の強化､学校

給食センターの献立の充実等､学校給食の充実を内容とする提言を受け･平

成19年度(2007年度)にこの提言の内容を推進するための具体的な計画を策

定した｡
一方､本市においては､健全な食生活を実践する市民を増やすことを目標

に､平成20年(2008年) 3月に｢広島市食育推進計画｣を策定した｡

また､平成16年度(2004年度)から南区の小学校において国のモデル事業

を実践する中で､給食指導と各教科指導の指導内容の充実を図るとともに､

学校内の食育指導体制の確立､家庭･地域との連携強化を図り､学校におけ

る食青の推進に努めてきた｡平成19年度(2007年度)は､それらの成果と課

題を踏まえ､中学校区における食青の推進､学校栄養職員未配置校における

食青の推進等について実践研究を行った｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)教織員研修の充実

食育推進担当者研修を3回､校長リーダーシップ研修を1回､養護教諭･

栄養教諭等の合同研修を1回行った｡

(2)食に関する指導内容の充実

小学校,中学校において食に関する指導の全体計画､年間指導計画を

作成し､計画的に学校教育活動全体を通じて食に関する指導に取り組ん

だ｡

(3)食育推進モデル事業の実施

平成16年度(2004年度) ～平成18年度(2006年度)に南区の小学校

で実施したモデル事業の成果と課題を踏まえ､平成19年度(2007年度)

からZか年で､中学校区における食青の推進､学校栄養職員未配置校に

おける食青の推進等について､ 6中学校区19校(′ト13校･中6校)で実

践研究を行った｡
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(4)安全でおいしい給食の推進

｢安全でおいしい給食推進検討委員会｣の報告を受けて､平成19年度

(2007年度)に策定した具体的な計画に基づき､食物アレルギーがある

児童生徒への対応､衛生管理の強化､学校給食センターの献立の充実等

の課題に対応するため､施設･備品等の整備を行った｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

教職員研修の充実 侈H�8,ﾈ���B�5回 店���達成 

食に関する指導内容 ���,亊h+x.倡y;��9�ﾂ�ﾇh柬ID隴H轌;�ﾇh枌�小学校 ��9�ﾈﾇh枌��"�"R�D隴H轌;��ﾇh枌�モ縒R�おおむね 

の充実 �/�ﾞﾉ�ﾈ+X+ﾘ抦ｧxﾕｨｷ��-�(hｧxﾕｨ,ﾈｨHﾘr�100,i 剪B成 

食育推進モデル事業 們��位Hｸh/�ﾗ8*Hｧxﾕ｢�19校く小 13校.中6 校) ��俔ｨ*ﾘ惲��8ﾕ｢�(cb�ﾕ｢��達成 

の実施 ��B�

安全でおいしい給食 の推進 �4�8ﾈ8ｸ4ﾘ�ｺH6�8�42�暮w�,��陌�+X+ﾙOR�V鎚郢�ﾘ,ﾉ�餔R�119施設 (117校.2 センター) ��#�郢�ﾒ�*ﾓ��xﾕ｢��85ｨ985���ｲ��達成 

【実施状況に関する評価･課題】

･　教職員研修の充実については､目標どおり達成できた｡

･　食に関する指導内容の充実に関する目標は､おおむね達成できたものの､

引き続き学校に対して啓発していく必要がある｡
･　これまでの食育推進モデル事業の成果を､全市に普及･拡大させる必要

がある｡

･　自校調理校における給食実施体制については,当面の方針決定を行った

が､学校給食センターの委託及び統合･建啓については､引き続き検討す

る必要がある｡

【課題への対応】

･　食育推進モデル事業の成果を全市の小･中学校へ拡大するため､継続的
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な啓発活動を実施する｡

学校給食センターのうち､特に老朽化が進んでいる佐伯区内の学校給食

センターについては､施設の改修に要する経費を考慮しながら･統合･建

啓を含む再編整備について引き続き検討を行う｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

平成14年(2002年)に｢広島市学校評価システム検討会議｣を設置し･先

進事例や研究実践校の研究成果を基に検討を重ね､平成16年(2004年)に｢教

育の質の向上｣､ ｢経営責任の明確化｣､ ｢｢まちぐるみ｣による教育の推進･

充実｣を目的とする本市独自の学校評価システムについて最終報告書を取り

まとめた｡

この検討会議での検討過程を踏まえ､広島市立学校の管理及び学校教育法

の実施に関する規則を改正して平成15年度(2003年度)からすべての市立学

校において自己評価を実施し､平成17年度(2005年度)からは最終報告書の

提言を踏まえ､保護者･地域住民等から構成される学校協力者会議に外部評

価部会を設置して､すべての市立学校において外部評価(現行では､学校関

係者評価)を実施しているo

また､この間､学校評価の研究実践校を指定し､その研究成果を広く普及

させるため実践発表会を開催したはか､実践事例集と学校評価ハンドブック

を作成し､各学校に配付した｡

平成18･ 19年度(2006･2007年度)は､文部科学省の｢義務教育の質に資

する学校評価システム構築事業｣を受託し･実践協力校を指定して自己評価

及び学校関係者評価の充実のための実践研究を行い､学校評価シンポジウム

を開催するなど､その研究成果の普及を図るとともに､ ｢広島市学校評価シ

ステム第三者評価検討会議｣を設置し､これまでの学校評価の成果と課題を

整理しながら､専門家による第三者評価(以下､ ｢専門家評価｣というo)の

導入についての最終報告書をとりまとめた｡

加えて､平成19年度(2007年度)には､日本評価学会が主催する学校評価

コンソーシアム形成会議に参加し､指導主事等を対象とした学校評価に関す

る専門的な研修プログラムの開発とテキストの編集に協力するとともに､開

発したプログラムに沿って指導主事を対象に学校評価指導者研修講座を実

施した｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)自己評価.学校関係者評価の改善･充実のための実践研究

ア　実践校における実践研究

実践校として､小学校5校(臓町小､広瀬小､宇品小､久地南小､

矢野小)､中学校3校(江波中､温品中､東原中)を指定して､重点化

を図った自己評価･学校関係者評価の効率的･効果的な実施について､
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実践研究を行った｡

イ　研究成果発表会(1-2月:4回実施)

全市立学校を対象に､実践校の研究成果報告を中心とする発表会を

実施した.

り　実践報告書作成(3月)

実践校の実践研究の報告とともに､その成果を踏まえ･自己評価･

学校関係者評価の見直しについて､取りまとめた｡

(2)専門家評価の実施

希望した学校3校(天満小､観音中､五日市中)に対し､学校経営･

学校評価に関する専門家で構成する｢評価委員会｣を設置して､専門家

評価を実施した｡
･　希望校の受付(4-5月)

･　評価委員会の設置　6月

･評価委員会の開催　3回(6月､ 7月､ 1月)

･評価委員による学校訪問意見聴取　6月～7月

･　対象校の決定

･評価チームの編成　7月(各チーム:チーフ【評価委員]1名､評価

専門委員2名)
･評価チームによる学校訪問調査等　7-11月(各チーム2-5日)

･　評価報告　3月

(3)学校評価専門研修の実施

①　指導主事対象(3月:3日間)

前年度(平成19年度(2007年度))に開発した指導主事対象の研修プ

ログラムの一部改訂を行い､それに沿って指導主事対象の学校評価指

導者研修講座を実施した｡

②　教職且対象(12-1月:3日間)

前年度(平成19年度(2007年度))開発した指導主事対象の研修プロ

グラムを教職員向けに再編集し､それに沿って教職員対象の学校評価

研修講座を実施した｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

学校評価の推進 乂xﾕｨｻ8支/��ﾙx｢�+X,H*(.兢ｸﾎﾈ�"�,ﾈｨHﾘr�辛 64.4% (62%) 田R縒R�ツBR��達成 

〔参考〕 ( )書きは.平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実績

‡平成22年度(2010年度)に70別こなるよう､平成20年度(2008年度)の目標数値を定

めた｡
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【実施状況に粥する評価･課題】

市民意識実態調査によると､学校教育を信頼している保護者の割合が年々

増加しており､学校評価の取組を通して信頼される学校づくりが進みつつ

あることは評価できる｡

学校評価の見直しの趣旨(自己評価の重点化･効率化･学校に対する信頼

の向上に資する学校関係者評価の実施)等について､学校の理解を図る必

要がある｡また､学校に対する指導･助言を行うため､指導主事の専門性

を更に高める必要があるo

専門家評価の意見･提言を踏まえて､関係各課による継続的な学校支援

を行う必要がある｡

【課題への対応】

校長会等の機会を捉え､自己評価の重点化･効率化及び学校に対する信頼

の向上に資する学校関係者評価の実施に向けた理解を図る｡

各学校が自己評価･学校関係者評価の見直しを進めるに当たり､参考と

なる具体的な事例を紹介する｡
･指導主事対象の学校評価指導者研修講座及び教職員対象の学校評価研修

講座を継続実施する｡
･専門家評価を実施するとともに､その意見･提言を踏まえ･人事･予算

への反映を含め､関係各課による継続的な学校支援を行う｡
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{/･5カ慮る青少年の5m]

【平成19年度(2007年度)までの取組】

急速な情報化の進展は､子どもを取り巻く環境を大きく変化させ､子ども

の基本的な生活習慣の形成を阻害したり､子どもを犯罪に巻き込んだりする

など大きな問題を生み出しており､特にテレビ､テレビゲーム､インターネ

ット､携帯電話などの電子メディアとの健全なかかわり方が重要な課題とな

っている｡

そのため､電子メディアと上手に付き合い､情報を正しく活用できる子ど

もを育むため､保護者､学校､市民､事業者等と本市が一体となった取組を

推進した｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)電子メディアの利用に関する学習会の開催

青少年の電子メディアの適切な利用に当たって､保護者などが利用上

の問題点や適切な使い方を習得するための学習会を開催したC

(2)啓発大会の開催

青少年が電子メディアと上手に付き合っていくためにはどうすれば良

いかといった観点から､市民全体で議論を進めていくとともに､条例の

周知を図るため啓発大会を開催した｡

(3)ノーテレビデー推進事業の実施

子どもたちが､テレビ､テレビゲームなどの電子メディアに長時間接

触している現状は､基本的生活習慣確立の阻害や､親子の触れ合う時間

の減少などの問題を生み出している｡

こうした状況から,家庭においてテレビなどとのかかわり方について

考えていく機会とするため､ノーテレビデー｢家族で期間を決めてテレ

ビ･ビデオを見ない､テレビゲームをしない取組｣を行ったo

(4)青少年を有害情報から守るフィルタリング捷能づくLJ

平成20年(2008年) 3月に制定した｢青少年と電子メディアとの健全

な関係づくりに関する条例｣ (平成20年(2008年) 7月1日施行､一部

同年4月1日施行)に基づき｢広島市青少年と電子メディアに関する審

議会｣を設置するとともに青少年を有害情報から守るフィルタリング機

能の基準を定めた｡また､条例に関するリーフレットを配布するなど､

啓発活動を行った｡
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2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

電子メディアの利 乂x�檍-h,ﾈ�����*1 鼎Y�ﾂ�達成 

用に関する学習会 の開催 倆)�B�30人 (30人) 茶CI�ﾂ��

啓発大会の開催 �6H��8�6h4(4�ﾅｲ�Jﾙ�X檍-h,ﾈ������)�B�*2 300人 (275人) 鼎���ﾂ��3���ﾂ��達成 

ノーテレビデ-推 �6ﾘ�ｸ6X8ﾈ7(6h�ｲ�,伜���+x.�i���*3 9000家族 ���ﾃ�cX彿���達成 

進事業の実施 唏爾��cﾘ�ﾂ�ﾆ��(8,500家族) 茶rﾃSc�彿����

青少年を有害情報 ��(晳D�/�tﾈ･����_�*�.x荿.�7H42�平成20年 (2008年)7月 兌ﾙ�ﾃ#�D��達成 

から守るフィルタ リング機能の基準 づくり �8ｹuｸ8ｨ984��Eﾂ�,ﾈｮ顏�,ﾈﾟI.磯��ｯ｢�茶#��吋笂r�ﾈ��

〔参考〕 ( )書きは､平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実績

*1これまでの実績を基に.平成20年度(2008年度)の目標数値を定めた｡

*2これまでの実績を基に毎年度ごとに前年度の1割増となるよう,平成20年度(2008年度)

の目標数値を定めた｡

*3これまでの実績等を基に.毎年500家族ずつ増加するよう平成20年度(2008年度)の目

標数値を定めた｡

【実施状況に関する評価･課題】

学習会や啓発大会の実施を通じ､電子メディアの適切な利用等に関して

意識の向上を図ることができた｡

ノーテレビデー推進事業に初級コースを設けたところ､参加家族数を増

やすことができた｡

平成20年(2008年) 3月に制定した｢青少年と電子メディアとの健全な

関係づくりに関する条例｣の周知を図り､保護者､学校､市民､事業者等

と市が一体となった取組を進めるために､地域実態に即した事業を行う必

要がある｡
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【課題への対応】

｢青少年と電子メディアとの健全な関係づくりに関する条例｣の施行に

伴い､市民への啓発活動の軸となる人材の養成が必要であるQ　このため､

インストラクター養成講座などを開催し､引き続き電子メディア･インス

トラクターの増員を図る｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

不登校は,本人､家庭､学校､社会にかかわる様々な要因･背景が複雑に

絡み合っている場合が多いことから､その解決に当たっては､学校だけが抱

え込んで対応するのではなく､家庭､関係機関等と密接に連携して取り組ん

でいくことが重要である｡これまで､不登校に関する相談体制の充実や家庭･

学校･関係機関等が連携したサポートシステムの整備に取り組んできているo

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

川　居場所づくりによる不登校児童生徒への支援

ァ　いじめ･不萱校等対策ふれあい事業(ふれあいひろばの運営)

学校へ行くことはできるが教室に入りにくい児童生徒に対しては､

各′い中学校に開設した｢ふれあいひろば｣において､相談活動や学

習支援などにより､教室への復帰や社会的自立に向けた支援を行った｡

イ　不萱校児童生徒適応指導教皇(ふれあい教皇〔4か所日の運営

学校に行くことができない児童生徒に対しては､市内4か所に開設

した｢ふれあい教室｣において､相談活動や学習指導などにより､学

校への復帰や社会的自立に向けた支援を行った｡

(2)ひきこもtJの状態にある児童生徒への支援

ひきこもりの状鰻にある児童生徒に対しては､地域の｢ふれあいひろ

ば推進員｣等が家庭訪問を行い支援した｡また､支援のあり方に関する

検討会議を開催することにより､関係部局と連携し､小･中学校在学中

のひきこもり児童生徒への支援の充実を図った｡

(3)不萱校同席の解決に向けたサポートシステムの整備lスクールカウン

セラー活用事業)

すべての市立中･高等学校にスクールカウンセラーを配置するととも

に､中学校に配置したスクールカウンセラーの小学校への派遣を拡充す

るなど小学校における教育相談体制を充実させた｡

また, ′い中学校に不登校対応担当教員を置くとともに､当該教員に

対し､関係機関との連携や組織的な対応に関する研修会を年3回開催し

たC

(47　いじめ･不萱校等予防的生徒指導の推進

大学と連携して､不登校やいじめ等の未然防止を図る予防的生徒指導

の実践的な研究を行った｡
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(5)青少年総合相談センターの運営
｢市民と市政｣や｢教育ひろしま｣､広島市ホームページを通じて｢青

少年総合相談センター｣を広く市民へ周知し､青少年総合相談センター

の利用の促進を図り､青少年や保護者の不安･悩みの解消へ向けた支援

を行った｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

いじめ.不登校等対策 ふれあい事業(ふれあ いひろばの運営) �(-8.ｨ*�*(-�.ｸ,�8,��*�*(,H辷�/�ﾗ8,�+ﾒ�髯;i�i6ｸ,ﾈｻ8�-h,ﾂ�Yﾈｴ�zb�*1 30% (26%) ��偵bR��3���R��未達成 

不登校児童生徒適応 �4ｸ呵轌;�ｻ8�,X辷腕�*1 鉄R紕R�おおむね 

指導教室(ふれあい教 �/�ﾗ8,�+ﾘ髯;i�i6ｸ,ﾂ�60% 茶CR�2R��達成 

室〔4か所〕)の運営 乂xﾕｩYﾈｴ�zb�(58%) 

ひきこもりの状態に 儻96�ｨ髯;i�i6ｸ,ﾈ*B�+ⅸ-�,h/�,s�?ｩ(jB�*1 ��緤�ﾂ���繦�ﾂ��達成 

ある児童生徒への支 �h,�-�*ｸ+�.�,�,H*"�1.4人以下 

援 �.倬�;i�i6ｸ,ﾃ�ﾃ�����ﾉ9h+ﾘ.�,ﾉ�ﾉ�B�(1.4人以下) 

不登校問題の解決に �5�4��ｸ8ｸ4ｨ4X985ｨ8��*l �#偵３��3B�"R��未達成 

向けたサポートシス 坪*ｨ*�*�.ﾘ,�+ﾘ髯;b�

テムの整備(スクール ��i6ｸ,ﾈ*H+�6�ｨ,X*ｲ�38% 

カウンセラー括用事 �.�.h*H,�,�,�+ﾘ髯�"�(38%) 

莱) ��i6ｸ,ﾈｨHﾘr�

いじめ.不登校等予防 們���4�,位Hｸh/�ﾗ8*B�10校く小 6校,中 4校) 免�b淫ﾂ�hﾕｪI(b�Hﾕ｢��達成 

的生徒指導の推進 乂xﾕｩ�B�

青少年総合相談セン ターの運営 ��(晳D��ﾘﾘy�ｩ&ｸ5ｨ92�5��ｸ,X,ﾈ路-y�ｩ&ｸﾈ���B�*2 3.700件 以上 �8�ｳンXﾈ��達成 

〔参考〕　( )書きは,平成19年度(2007年度)における目棲数値及びその実績

*l過去5年間(ひきこもり状態にある児童生徒への支援にあっては,過去4年間)における実

績数値の最高値を平成20年度(2008年度)の目標数値と定めた｡

*2過去5年間の延べ相談件数の平均を基に､平成20年度(2008年度)の目標数値を定めた｡
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【実施状況に関する評価･課題】

･個々の児童生徒の教室復帰できない要因を分析するとともに､ふれあい

ひろば推進員と学級担任との連携を密にして､当該児童生徒がより多くの

人とふれあう場面を取り入れる等､個別支援の工夫を図る必要がある0

不登校児童生徒適応指導教室(ふれあい教室〔4か所〕)の運営においては､

不登校児童生徒の学校復帰へ向けて､一人一人の児童生徒の発達段階と状

態に応じてきめ細やかな支援を行う必要がある｡
･　ひきこもりの状態にある児童生徒への支援においては､ひきこもってい

る児童生徒の人数の目標値を達成した｡

不登校問題の解決に向けたサポートシステムの整備(スクールカウンセラ
ー活用事業)においては､不登校の未然防止に向けて､校内の教育相談体制

を充実させるとともに､個々の児童生徒の状況に応じた適切な支援が行え

るようスクールカウンセラーの専門性をより生かすことが必要である｡

いじめ･不登校等予防的生徒指導の推進においては､実践校10校におい

て実践的な研究を行うことができ､評価できる｡
･青少年総合相談センターの運営においては､不登校の要因は児童生徒ご

とに様々であることから､個々の児童生徒の状況を的確に見極め､個々の

児童生徒にあった適切で具体的な支援方法を見つけていく必要がある｡

【課題への対応】

･　モデル校において､ふれあいひろば推進員の活動時間を拡充し､教室復

帰に向けたふれあいひろば推進員と学級担任との連携のあり方､児童生徒

がより多くの人とふれあう場面の設定等､効果的な支援方法について研究

する｡また､教室復帰へ向けた具体的な方法についてふれあいひろば推進

員の理解を深めるため､ふれあいひろば推進員の研修会を開催するo
｢ふれあい教室｣に臨床心理士を派遣し､個々の児童生徒の状況を把握

し支援方法等について検討し､児童生徒一人一人に応じた支援の充実を図

る｡

･　スクールカウンセラー､校長､生徒指導担当教員等を対象に連絡会や研

修会を開催し､教育相談の内容や方法について共通理解を図る｡

青少年総合相談センターの運営においては､様々な相談に対して､適切

で具体的な助言ができるよう精神科医､臨床心理士の積極的活用や､相談

員に対する研修の充実を図る｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

児童生徒のいじめ･暴力行為等の問題行動の背景には､家庭･学校･地域

社会などの環境の変化や児童生徒自身あるいは大人､さらには社会全体の価

値観の多様化などがある｡それらが複雑に絡み合いながら影響し合っている

ことから､問題解決に当たっては､家庭･学校･地域社会が一体となり､社

会全体で総合的に取り組むことが重要であり､これまで､学校における生徒

指導体制の充実や家庭･学校･地域及び関係機関が連携したサポートシステ

ムの整備に取り組んできている｡

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

川　いじめ等の閉居行動への対応

各学校において､ ｢いじめの兆候･サインチェックリスト｣を活用し､

児童生徒の状況を的確に把握するとともに, ｢いじめに関するアンケー

ト｣を定期的に行い､いじめの早期発見に努めた｡

また､平成18年(2006年)12月に改訂した｢いじめ問題に関する指導

の手引き｣の活用などにより.いじめを行う児童生徒への指導の徹底な

ど､いじめが発生した際の対応の充実･強化を図った.

(2)いじめ･不萱校等予防的生徒指導の推進

大学と連携して､不登校やいじめ等の未然防止を図る予防的生徒指導

の実践的な研究を行ったC

(3)暴力行為等の問題行動への対応(スクールサポート推進事業)

ア　児童生徒の暴力行為等問題行動に対し､学校ごとに実効性のあるマ

ニュアルを整備し､各学校の生徒指導体制の改善を図った｡

イ　市立学校で発生した問題を事例化し､各学校･幼稚園への情報提供

や管理職研修､生徒指導主事研修､校内研修等での活用を通し､生徒

指導に関する教職員の資質の向上を図った｡

ウ　スクールサポート指導員が学校や地域において､相談･助言や居壕

所づくりを行い､学校と十分な連携のもと､問題行動のある児童生徒

への支援に努めた｡
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2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

いじめ等の問題行動への 僖i&ﾘ+X+ﾘ*(+b�100% 涛B縒R�おおむね 

対応 �-�,ﾈ����zb�(100%) 茶迭綯R��達成 

いじめ.不登校等予防的生 們���4�,位Hｸb�lo授 免�8��達成 

徒指導の推進 �/�ﾗ8*Hｧxﾕｩ�B�(小6校､ 中4校) 宙愑hﾕｪB�(cHﾕ｢��

暴力行為等の問題行動へ 倬�;i�i6ｲ�* 2.1件 釘緝ﾈ��未達成 

の対応(スク-ルサポート �������ﾉ9h+ﾒ�

推進事業) �.�,ﾉeﾉ|ﾘﾗ8荒�Jﾙ�hﾈ��B�(2.2件) 茶"纉�ﾈ��

〔参考〕 ( )書きは､平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実績

*　平成17年度(2005年度)の実績数値から毎年5%減少するよう･平成20年度(2008年度)

の目標数値を定めた｡

【実施状況に関する評価･課題】

いじめ問題については､早期発見･早期対応の充実を図る必要がある｡

いじめ･不登校等予防的生徒指導の推進においては､実践校10校におい

て実践的な研究を行うことができ､評価できる｡

スクールサポート指導員を有効的に活用する必要がある｡

【課題への対応】 I

いじめのチェックリスト等を活用した児童生徒の的確な状況把握を今後

も継続的に行うとともに､いじめを受けている児童生徒が安心して教師に

相談できるよう､校内における教育相談の充実に努める｡

スクールサポート指導員を有効的に活用するため､各学校の問題行動の

発生状況を的確に把握し､派遣する時期や期間を適切に見極めるとともに､

少年育成官などの関係機関の職員と密接な連携を図る｡
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

広島市域を活動拠点とする暴走族は､平成11年(1999年)の27グループ

272人をピークとして減少傾向にあり､平成19年(2007年)には6グループ

51人にまで減少しているが､依然として週末の夜の市内中心部では暴走族の

い集(※)や集会が行われている｡しかも､暴走族予備軍となっている非行少年

グループが増加し､活動も活発化している｡

これらの暴走族少年等の中には､暴力団とつながっている｢面倒見｣に操

られ､強盗,恐喝､集団リンチなどを強要されている者もおり､根本的な解

決に至っていないのが実情である｡

このため､広島市暴走族追放基本計画及び広島市暴走族追放行動計画に基

づいて､暴走族少年等に対し､加入の防止や離脱の促進を図り､自立を支援

するための施策を継続して実施した｡

※い卦-多数の者が一定の場所に群がり集まること｡うろつき､たむろすることも含ま

れる.

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)暴走族への加入防止

ア　声かけ活動の推進

教員､青少年指導員､暴走族離脱相談員､広島中央地区環境保全対

策協議会(本通商店街等)の会員等が,暴走族少年等がい集する週末

の夜の市内中心部等において声かけを行い､暴走族等からの離脱へ向

けた取組を実施した｡

イ　暴走族加入防止･非行防止教皇の開催
｢暴走族加入防止･非行防止教室｣をすべての市立学校で実施した｡

(2)広島市暴走族加入防止･離脱相談センターでの相散･助言

学校､警察等関係機関と連携し､暴走族等への加入防止､非行からの

立ち直り支援､暴走族等からの離脱に向けた相談･助言を行ったC

平成20年度(2008年度)には､前年度から継続している42人に新規

の相談者28人を加えた70人について､延べ426回の相談を行った｡

(3)少年の居場所づくり･就労就学の支援

ア　青少年居場所づくり地域活動支援事業の実施

暴走族少年等の立ち直りを図るため､文化･スポーツ･社会奉仕活

動などを通して少年たちの居場所づくりのための活動を支援した｡こ
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の結果､平成13年度(2001年度)に6団体であった活動団体数が､

平成20年度(2008年度)末には31団体に増加した｡

また､居場所づくり団体相互のネットワークづくりを目的とした｢居

場所づくり支援セミナー｣を開催した｡

家庭や地域での居場所づくりの促進を目的とした｢保護者学習会｣

(年11回)を開催した｡

イ　就労･就学サポート事業の実施

暴走族少年等に対し､就労や学習･就学への取組を通して自立や立

ち直りに向けた支援を行った｡

平成20年度(2008年度)は､就労については23人､学習･就学に
一　っいては27人に支援を行った｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

声かけ活動の推進 ��ｨ*�*��:�,ﾈ��邵����B�週1回 (毎週土 曜日) 偖C����栄員I7��vｩ?｢��達成 

暴走族加入防止.非行防 止教室の開催 倡9zxｧxﾕｨ,X,ﾊ)eﾉ�b�����?ﾉf育粳O�ﾗ9f��鉅ｻ8�8,ﾈ��郢zb�100% ����R�達成 

広島市暴走族加入防 册ﾉ�i��晳D�9�,ﾉ�hｴｲ�*1 �#��ﾂ�達成 

止.離脱相談センターで の相談一助言 ��ｩ&ｸ�)�B�17人 

青少年居場所づくり地 从��ｨ�,8*ﾘ.葵�:�&2�-*2 �3�&9�ﾂ�達成 

域活動支援事業の実施 ��ﾉ�B�30団体 

就労.就学サポート事業 の実施 做�┴.(ｧx�頡�ｧx,��ﾏﾈ*�+ﾘ辷�/�ﾗ8,�+ﾒ�eﾉ�i��晳D�9�,ﾉ�B�■3 48人 鉄��ﾂ�達成 

*1平成19年度(2007年度)の暴走族構成負数を考慮して､平成20年度(2008年度)の目標数

値を定めた｡

*2　平成22年度(2010年度)の目標を33匝l体に設定しており､それに向けて平成20年度(2008

年度)の目標数値を定めた｡

*3　過去5年間に就労や学習･就学に向けて支援を行った平均実績人数の1割増加となるように､

平成20年度(2008年度)の目標数値を定めた｡
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【実施状況に関する評価･課題】

声かけ活動を毎週土曜日の夜､市内中心部において実施するとともに､

｢暴走族加入防止･非行防止教室｣をすべての市立学校で実施することが

できた｡

暴走族少年等がい集する週末の夜に､少年一人一人に対して声かけや街

頭相談活動を行ったことで､新規の相談者数については､目標を上回るこ

とができた｡

地域に出向いて､居場所づくり活動団体の掘り起こしを行うなどにより､

目標を上回る31団体に対し支援を行った｡

ボランティア等の協力による就労や学習･就学への取組を通して､目標

を上回る50人の暴走族少年等に対し､自立や立ち直りに向けた支援を行っ

た｡

【許溝への対応】

家庭(保護者)､地域､学校､警察等関係機関との連携を強化し､暴走族

からの離脱や立ち直りを支援するとともに,加入防止に向けた取組を一層

強化する｡また､暴走族離脱相談員の相談技術の向上を図り､効果的な相

談活動の充実に努める.
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【平成19年度(2007年度)までの取組】

核家族化の進展や共働き家庭の増加等により家庭の子育て機能が低下して

おり､子どもが放課後等に安心して活動が行える居場所の必要性が高まって

いる.

本市では､地域における児童健全育成や子育て支援の拠点として､ 1小学

校区に1館の設置を目標に児童館の整備を進めており､平成20年(2008年)

3月末現在で102館整備している｡

また､放課後午後5時ごろまで保護者が家庭にいないことが常態である小

学校1年生から3年生までの低学年児童の健全な育成を図ることを目的に､

留守家庭子ども会を設置･運営しているo

【平成20年度(2008年度)の実施状況】

1　具体的な取組内容

(1)児童館の整備

古市児童館を平成20年(2008年)7月に開館するとともに､平成21年

(2009年)の開館に向け大町児童館の建設工事を行った｡また､段原児童

館について､平成22年(2010年) 2月の開館に向け､実施設計を行った｡

(2)放課後プレイスクール事業の実施

児童館未整備学区における放課後等の児童の居場所づくりとして､坤

域団体等の運営によって､ 8か所で小学校施設を活用した放課後プレイ

スクール事業を実施した.

(3)留守素虚子ども会の整備

留守家庭子ども会への入会希望者の増加に対応するため､留守家庭子

ども会を小学校の余裕教室やプレハブ施設において3クラス増設し､ 148

クラスに増やした｡

2　数値目標等の達成状況

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

児童館の整備 倬�;hｭ�,ﾉ�餔Xｭ��B�104館 ���Hｭ��達成 
[着工ベースー 茶��8ｭ鋳�(103館) 

放課後プレイスクール 們�邵抦ｧxﾕｩ�B�8校 嶋ﾕ｢�達成 

事業の実施 �(7校) 茶hﾕ｢��
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留守家庭子ども会の整 凛�x彿.ｸ��,x.�橙�148クラス ��C�4�8�5��達成 

備 丶ｩ�ﾘ4�8�5��B�

〔参考〕 ( )書きは､平成19年度(2007年度)における目標数値及びその実績

【実施状況に関する評価.課題】

児童館の整備については､ 1小学校区に1館整備する方針のもと､取り

組んでおり､古市児童館を平成20年(2008年)7月に開館するとともに､平

成21年(2009年)5月の開館に向け大町児童館の建設工事を､また･平成

22年(2010年)2月の開館に向け段原児童館の実施設計を予定どおり行うこ

とができた｡

しかし､平成20年度(2008年度)未現在で139小学校区中103学区にと

どまっており､未整備学区への早期整備が喫緊の課題となっている｡
･留守家庭子ども会は､共働き家庭の増加等による家庭の子育て機能の低

下など､子どもたちや子育て家庭を取り巻く環境が変化する中で､放課後

児童の健全育成に大きな役割を果たしており､入会希望者の増加に対応で

きるようクラス数の増加を図っていく必要がある｡
･放課後プレイスクール事業については､実施主体である地域団体等への

働きかけを行った結果､新規実施か所数が2か所増え､目標を達成できたo

【課題への対応】

･児童館の整備については､現下の厳しい財政状況の中､整備ペースを早

めることは困難であるため､他の公共施設との合築や教室を活用した事業

展開も検討する｡
･放課後プレイスクール事業については､引き続き､地域･学校と連携を

図りながら､新規実施校の拡大や運営実態に即した事業の拡充を進め､子

どもたちの放課後等における安全な居場所を確保する｡
･留守家庭子ども会の整備については､入会を希望する対象児童全員が入

会できるよう､児童数の推移等を踏まえ引き続き整備場所の確保等を図るo
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数値目標等の達成状況一覧

【1学校施設の耐震化の推進】

事務事業名 剿ﾚ標値 冦ｩUy�I&ﾂ�実績 �$)�ﾈ�8ｻR�

屋内運動場の耐震化 

小学校屋内運動場耐震 傅ﾈｧxﾕｨ夐>�暮:��ｨ,ﾉ���96% 涛bR�達成 

化対策事業 ��ｸ峪zb�

中学校屋内運動場耐震 �(hｧxﾕｨ夐>�暮:��ｨ,ﾉ���95% 涛RR�達成 

化対策事業 ��ｸ峪zb�

校舎の耐震化 

小学校校舎耐震化対策 ����ｹ�i&iiH,ﾙ���ｹ^(ｺﾒ�30校 �3�ﾕ｢�達成 

事業 儘磯izx粂,ﾈ��邵ﾕｩ�B�

中学校校舎耐震化対策 ����ｹ�i&iiH,ﾙ���ｹ^(ｺﾒ�8校 免�b�達成 
事業 儘磯izx粂,ﾈ��邵ﾕｩ�B�

【2　少人数教育の推進】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

少人数教育推進のための �3Y�ﾈ決岑,ﾈｧxｸ�,ﾈ��邊�小学校1- 3年生及び 傅ﾈｧxﾕ｣�ﾒ�9D��hｷ�-��達成 
段階的プフン(第1期)の 推進 乂yD��中学校1年 生で実施 �(hｧxﾕ｣�D���h,X��邊�

少人数指導等の実施 �(ｮ��"隶馮ｺ9.�(X�8ｻY+"�ﾛ�,ﾉ�99ｩzcc�X決�8,ﾂ�髯;i�i6ｸ,ﾈｨHﾘr�80Pb 都"��R�おおむね 達成 

【3　基礎学力の向上】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

｢ひろしま型カリキユラ 侈Hｸh､ｩJﾒ靆Hｸhｺi|ﾘ,ﾈｧr�27校 �#xﾕ｢�達成 

ム｣の導入 俔ｩ�B�

基礎学力向上推進事業 �(ｮ��"隶馮ｺ9.�(X�8ｻR�+(ﾛ�,ﾉ�99ｩzcc�X決�2�,ﾈ髯;i�i6ｸ,ﾈｨHﾘr�80% 都"��R�おおむね 達成 

【4　特別支援教育の推進】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

特別支援教育体制充実事 莱 ��ﾉ��,ﾈ*�,�+ﾘ+x-x,H,ﾂ�v9'HﾌR隗xﾕｨ,���+X,H��100% ����R�達成 
回相談指導を行った割 ∠ゝ 口 

特別支援教育アシスタン �<�¥ｨ辷�ｻ8支4�5h5疫ｲ�249人 �#C��ﾂ�達成 
ト事業 �99fﾘ,ﾉGｩ'Y�ﾉ�B�

【5　基本的生活習倍の確立】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

子どもの生活習慣確立支 冑�?ｩ*���/�,h.倬�;i�b�96.9% 涛B綯R�おおむね 

援事業 �6ｸ,ﾈｨHﾘr�剪B成 
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【6　文化芸術教育の充実】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

中学校演劇鑑賞推進事業 俑�ﾎ:H�ﾈ�/�ｭ8�ﾈ+X+ﾘ*"�,h輊*I�i6ｸ,ﾈｨHﾘr�85% 塔B纈R�おおむね 達成 

小一中.高校生による文 化の祭典(小学校の部) 傅ﾂ�(b靼(ﾕｩ�h,�.h.兌b�嶌,ﾈﾝY5B淫ﾈｧxﾕｨ,ﾉYB��,伜���+X+ﾘ髯;h,ﾈｨHﾘr�8% 唐縒R�達成 

小.中.高校生による文 化の祭典(中学校の部) 傅ﾈ自(b靼(ﾕｩ�h,�.h.兌b�嶌,ﾈﾝY5B�(hｧxﾕｨ,ﾉYB��,伜���+X+ﾙ�i6ｸ,ﾈｨHﾘr�16.2% ��"絣R�未達成 

小.中.高校生による文 傅ﾂ�(b靼(ﾕｩ�h,�.h.兌b�嶌,ﾈﾝY5B畏)9乂xﾕｨ,ﾂ�18.6% �#�綯R�達成 

化の祭典(高等学校の部) �=�,伜���+X+ﾙ�i6ｸ,ﾈｨB��ﾈ�B�ﾈ�｢�

中学校文化部活動活性化 支援事業 兌h峪YHｨ�:�,ﾈ��?ﾉzb�24.3% �#�纈R�おおむね 達成 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

｢新体力テスト｣の実施 冏ｸ�8,ﾉ[ﾘｼ�&ﾈ*ｩ�8ﾙ�,ﾂ�[ﾘｼ�&ﾈ決�8,h,�,�+ﾘﾘ��mｩ�H,ﾈｨHﾘr�50% �32�2R�未達成 

体力つくりステップアツ ��ﾉ|ﾘ4�6(7iDi.���,ﾈﾏ��22% �3�綯R�達成 

プ事業 儻I�H,ﾈｨHﾘr�

中学校運動部活動活性化 支援事業 ��:餾Hｨ�:�,ﾈ��?ﾉzb�68.4% 田r纈R�おおむね 達成 

【8　規範性をはぐくむ教育の推進】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

広島市の実態に即した 教材や活動プログラム 仆8ﾝ�.(ｨ�:�7h8ﾘ4�8�8��平成21年 (2009年) 3月 兌ﾙ�ﾃ#�D���#��r｢��8ﾈ��達成 

の開発(規範性をはぐく む教育の推進事業) �,ﾈ､ｩJﾒ鞐ﾉ�ﾈ鳧ｯ｢�

道徳の授業力パワーア ップ研修の実施(規範性 �;�;�,ﾈ�ｼi|ﾘ7�8��ｸ4��12回 ��(���達成 

をはぐくむ教育の推進 事業) �687hﾊH�8,ﾈ��邵���B�

【9　幼･保･小連携の推進】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

｢就学前教育.保育プロ 做�ｧy��8支自]ｸ支7h8ﾘ4��平成20年 (2008年) 5月末 兌ﾙ�ﾃ#�D���#��吋竰�Xﾈ��達成 

グラム｣の策定 �8�8�,ﾈﾟI.葦ｨﾌ��

幼.煤.小連携推進事業 傅ﾈｧxﾕｨｾh+(,h,ﾉv9'B���饐ｸ支��顫ﾈｧxﾕｨﾘy:��,ﾈﾊH�8檍.(ﾏ�zﾈ�ｼh,ﾂ���>8���B�6回 塗���達成 
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【10　広島市立小･中学校の適正配置等の検討】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

公立小.中学校の適正配 佶�:)�y�H,X,ﾈﾜX�竧.��平成21年 (2009年) 兌ﾙ�ﾃ#�D���#��僖竰�達成 

置検討 �-ﾈ,h-�隸｢�3月 �8ﾈ��

【1 1広島特別支援学校の建曹】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

広島特別支援学校の建替 舒馮ｹ�ﾘﾇi(X訷,ﾈ鳧ｯ｢�平成20年 (2008年) 10月 兌ﾙ�ﾃ#�D���#��吋竰���ﾈ��達成 

【12メンター制度の推進】 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

メンター制度の推進 �8�985��ｹ�y7�,ﾈﾏ�zﾉ�r��B�80組 塔��r�達成 

【13　平和教育の推進】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

こどもピースサミット �(+�,x.�78�ｸ5�5H7�6"�6z8-hﾞﾉV�/�咎^X+X+ﾘ髓�;h,ﾈｨHﾘr�66% 塔�R�達成 

中.高校生によるヒロシ �)(b靼(ﾕｩ�h�y[ﾙ����7b�8ﾈ5ｸ986X�ｸ5h8x985(92�14グループ 免ﾈ4�8ｸ�ｸ7b�.未達成 
マの継承と発信 �6X5�6z8-h,ﾈ咎^X4�8ｸ�ｲ�7i�B�

｢平和への誓い｣アクシ ョンプログラムの実施 丶8､�ﾊx､�,ﾈｧxﾕｨ,i[ﾒ���ﾏ�zﾈ/���邵+X+ﾘﾕｩ�B�23校 鼎Hﾕ｢�達成 

平和を考える集い等の開 催 �+x-x,H,ﾈ�ﾈ6xｧxﾕ｢�(hｧxﾕ｢�ｷ�-�<�¥ｨ辷�ｧxﾕｨ,Y[ﾒ�205校 �#�Xﾕ｢�達成 
和を考える集い等を開 催 

被爆体験を聴く会等の �+x-x,H,ﾈ抦ｧxﾕ｢�(hｧr�ﾕｨｷ�-�<�¥ｨ辷�ｧxﾕｨ,R�NﾙIｩ�ﾈﾋ�/�*�*ﾘ檠9�/��205校 ��店ﾕ｢�おおむね 
開催 丶ｨﾜ2�剪B成 
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【14　環境教育の推進】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

環境教育に腐る指導計 兌ﾙ�ﾃ#�D窿#��僖笂8ﾈ��ih-ﾈ,X,豫(ｺｸｻ8支,佛r�.��9�ﾈﾇh柬ID隴H轌;�ﾇb�100% ����R�達成 

画等の作成 �h/�ﾞﾉ�ﾈ+X+ﾘ惲�(b靼"�9乂xﾕｪHﾔﾉ8y<�¥ｨ辷�ｧr�ﾕｨ,ﾈｨHﾘr�

壁面緑化.雨水タンクの 僖隴Hﾇh柯ﾕｩ�H,���+x.��100% ����R�達成 

設置 們�郢zb�

学校給食牛乳パックの リサイクルの推進 們�邵ﾕｨ,ﾉ�ﾘ��,ﾈｨHﾘr�10% 免ﾂ纈R�達成 

学校給食における地場 乂xﾕｨｸｹ��,�*�*�.�&��｢�20% �#2纈R�達成 

産物の使用割合の増加 伜兒�,ﾈ諍w�ｨHﾘr�

学校給食によるごみの 量の削減 �5ｨ985��ｹ+)yﾙ_ｸ�,ij��ｭI+)yﾘ勾�Y_ｸ�,ﾈ�9���zh,ﾈﾋ淫ﾙzb�10% �5ｨ985��ｸ惲��偵�R�5ｨ985��ｹ(b�B綯R�j�I+)yﾒ�b絣R�.八㌢巣藩政'-: 

【15　子どもの安全対策の推進】

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

｢子どもの見守り活動 10万人構想｣の推進 ��y�I4亶�-�?ｨ�ﾙ�hｨ�,���x-ﾘﾙ�-ﾈ.ｨ+ﾘﾊ偃x.葵��:竟)�B�loo.000^ 塔rﾃ����ﾂ�おおむね 達成 

｢子ども安全の日｣事業 の実施 丿X抦ｧxﾕｨ,ﾊ(��,x.����2�,ﾉ?ｪ8,�*�*�.���8,亊b�+x.偃i�x,ﾈ��郢zb�100% 涛�R�おおむね 達成 

地域ぐるみの学校安全 �&闔hｧxﾕｨ���8轌;�醜,ﾂ�ｦX抦ｧxﾕｨ-h,ﾈ���轌;��100% ����R�達成 

体制整備推進事業 茶(�ｭH,�����,ﾈ��邊�zb�

防犯ブザー購入費の支 俎y?ﾉN�/�辷ｸｸ+X+ﾘ髯;b�100% 都rﾃ2R�･未達成､ 

袷 �,ﾈ�鰮zb�

巡回用バイクの運用 綿抦ｧxﾕｩ9h+ﾘ.�,ﾈ諍w����ﾆ��70回 田(���おおむね 達成 

通学路の定期的な点検 僖����決�8,ﾉ5��,ﾈ��邊�100% ����R�達成 
の実施 凛b�

安全意識啓発マップづ �7ﾘ6(7h,8*ﾘ.ｉ�84�8��100% 涛坦�おおむね 

くりその他 �5ｘ,ﾈ��郢zb�剪B成 

講演会の開催その他 亳8�檍,ﾈ�����)�B�600人 田#��ﾂ�達成 
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【16教職員研修の充実】 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

研修講座の実施 侈H�8ﾗXﾜ�,冓��ｸ+X+ﾘ.��ﾊH�9>�vX/�ｨ駅�+X+ﾘ*"�平均 兌ﾘｼ��達成 
と思ったりした受講者 の割合 涛�X決�2�90.5% 

授業づくりなど教育実 �5H6X8�486xﾊH�8,ﾉD隴B�年間30回 僖隴CC����達成 

践の課題に対する校内 研修.自己研修支援 丶ｨﾜ9�B�実施 們�邊�

教育センター内部Webペ �5(986X9868,ﾈ､ｩJﾒ鞐ﾉ�ﾂ�鳧ｯ｢�平成21年 兌ﾙ�ﾃ#�D��達成 
-ジでの指導.研修情報 �(2009年)3 茶#��僖笂2�

の提供による個別支援 剏� 佇��

【17食青の推進】 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

食育推進計画の実施 ���y�I��7h8ﾘ4�8�8�,ﾂ�馼ｼh��郢zb�食育推進 計画に取 りまとめ た120件の 食育推進 プログラ ムについ て､114件 (95%)の 事業を実 施する○ ���hﾈ��ンrR��達成 

【18学校における食青の推進】 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們�����$)�ﾈ�8ｻR�

教職員研修の充実 侈H�8,ﾈ���B�5回 店����$)�ﾂ�

食に関する指導内容の ���,亊h+x.倡y;��9�ﾈﾇb�柬ID隴H轌;�ﾇh柯/�ﾞﾉ�ﾂ�小学校 ��9�ﾈﾇh枌��"�"R�D隴H轌;��ﾇh枌�モ縒R��*�*�-�,ｲ�

充実 �+X+ﾘ抦ｧxﾕｨｷ�-�(hｧxﾕ｢�,ﾈｨHﾘr�100% 劔$)�ﾂ�

食育推進モデル事業の 実施 們��位Hｸh/�ﾗ8*Hｧxﾕｩ�B�19校(小 13校.中6 校) ��俔｢淫ﾂ��8ﾕ｢�(cb�ﾕ｢���$)�ﾂ�

安全でおいしい給食の 推進 �4�8ﾈ8ｸ4ﾘ�ｺH6�8�48暮w��119施設 ��#�邊�3 �$)�ﾂ�
に対応した備品､施設の 茶��xﾕ｢�"�(117校 

整備 �5ｨ985簫��センター 

【19学校評価の推進】 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

学校評価の推進 乂xﾕｨｻ8支/��ﾙxｨ+X,H*"�.兢ｸﾎﾈ�(,ﾈｨHﾘr�64.4% 田R縒R�達成 
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【20電子メディアと子どもたちとの健全な関係づくりの推進】 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

電子メディアの利用に 関する学習会の開催 乂x�檍-h,ﾈ�����)�B�30人 鼎Y�ﾂ�達成 

啓発大会の開催 �6H��8�6h4(4�ﾅｹJﾙ�X橙�-h,ﾈ�����)�B�300人 鼎���ﾂ�達成 

ノーテレビデー推進事 �6ﾘ�ｸ6X8ﾈ7(6h�ｸ,伜����9,000家族 ���ﾃ�cX彙�達成 

業の実施 �+x.�i���B�����

青少年を有害情報から ��(晳D�/�tﾈ･��饑�*�.r�平成20年 兌ﾙ�ﾃ#�D��達成 

守るフィルタリング機 偃x.�7H4(8ｸ5�8ｨ984���(2008年)7 茶#��吋笂r�

能の基準づくり 僞ﾈ,ﾈｮ顏�,ﾈﾟI.磯隸｢�月 佇��

【21不登校対策の推進】 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

いじめ.不登校等対策ふ �(-8.ｨ*�*(-�.ｸ,�8,�*��30% ��津bR�･未達成 

れあい事業(ふれあいひ �*(,H辷�/�ﾗ8,�+ﾘ髯;b�
ろばの運営) ��i6ｸ,ﾈｻ8�-h,ﾉYﾈｴ�zb�

不登校児童生徒適応指 �4ｸ呵轌;�ｻ8�,X辷�/��60% 鉄R紕R�おおむね 
導教室(ふれあい教室〔4 俎8,�+ﾘ髯;i�i6ｸ,ﾈｧxﾕ｢�剪B成 
か所〕)の運営 兀ﾈｴ�zb�

ひきこもりの状態にあ る児童生徒への支援 儻96�ｨ髯;i�i6ｸ,ﾈ*H+��-�,h/�,s�?ｩ(jH徂,�-��*ｸ+�.�,�,H*(.倬�;i�b�6ｸ,ﾃ�ﾃ����ﾉ9h+ﾘ.�,ﾉ�ﾂ��B�1,4人以下 ��緤�ﾂ�達成 

不登校問題の解決に向 けたサボ-トシステム の斐備(スクールカウン セラー活用事業) �5�4��ｸ8ｸ4ｨ4X985ｨ8��ｲ�*ｨ*�*�.ﾘ,�+ﾘ髯;i�i6ｲ�,ﾈ*H+�6�ｨ,X*ｸ.�.h*B�,�,�,�+ﾘ髯;i�i6ｸ,ﾈｨB���ﾏｲ�38% �#津３�未達成 

いじめ.不登校等予防的 們���4�,位Hｸh/�ﾗ8*Hｧr�lo棟 (小6校､ 中4校) 免�r���ﾈ6shﾕｪB�(cHﾕ｢��達成 

生徒指導の推進 俔ｩ�B�

青少年総合相談センタ ーの運営 �H-y�ｩ&ｸﾈ��B�3,700件以 上 �2ﾃンXﾈ��達成 

【22いじめ.暴力行為等間 ��為9:��鞜H,ﾉ�I���｢�

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

いじめ等の問題行動へ 僖i&ﾘ+X+ﾘ*(+h-�,ﾈ�����100% 涛B縒R�おおむね 

の対応 凛b�剪B成 

いじめ.不登校等予防的 們���4�,位Hｸh/�ﾗ8*Hｧr�lo棟 (小6校､ 中4校) ���ﾕ｢�淫ﾃhﾕ｢ﾂ�(cHﾕ｢��達成 

生徒指導の推進 俔ｩ�B�

暴力行為等の問題行動 への対応(スクールサポ ート推進事業) 倬�;i�i6ｳ������ﾉ9h+ﾘ.��,ﾉeﾉ|ﾘﾗ8酵Jﾙ�hﾈ��B�2.1件 釘緝ﾈ��未達成 
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【23暴走族対策の推進】 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

声かけ活動の推進 ��ｨ*�*��:�,ﾈ��邵���B�週1回 (毎週土 曜日) 偖C����栄員I7��vｩ?｢��達成 

暴走族加入防止.非行防 止教室の開催 倡9zxｧxﾕｨ,X,ﾊ)eﾉ�i�����?ﾉf育粳O�ﾗ9f育霆8�2�,ﾈ��郢zb�100% ����R�達成 

広島市暴走族加入防 止.離脱相談センターで の相談.助言 册ﾉ�i��晳D�9�,ﾉ�hｴｹ�｢�&ｹ(Y�B�17人 �#��ﾂ�達成 

青少年居場所づくり地 从��ｨ�,8*ﾘ.葵�:�&9�ﾂ�30団体 �3�&9�ﾂ�達成 
域活動支援事業の実施 ��B�

就労.就学サポート事業 の実施 做�┴.(ｧx�頡�ｧx,佰ﾈ*��+ﾘ辷�/�ﾗ8,�+ﾙeﾉ�i���晳D�9�,ﾉ�B�48人 鉄��ﾂ�達成 

【24放課後等の児童の居場所づくりの推進】 

事務事業名 冦ｩUy&ﾂ�目標数値 們����達成状況 

児童館の整備 倬�;hｭ�,ﾉ�餔Xｭ��B��(Xﾔ�7��ｸ5ｒ�104館 ���Hｭ冷�達成 

放課後プレイスクール 事業の実施 們�邵抦ｧxﾕｩ�B�8校 嶋ﾕ｢�達成 

留守家庭子ども会の整 凛�x彿.ｸ��,x.�檍､ｩ�ﾒ�148クラス ��C�4�8�5��達成 

備 �4�8�5��B�

[総　計】

･目標を設定した事務事業-‥‖‖-74事業

･目標を達成した事務事業日･---52事業(達成率:52/74-約71%)

･目標をおおむね達成した事務事業･-14事業(達成率: 14/74-約19%)
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平成2 1年度広島市教育委員会事務点検･評価会議設置要綱

(設置)

第1条　地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和3 1年法律第1 6 2号)第2 7条の規定に基づ

き平成2 1年度において教育委員会が行う点検及び評価(以下｢点検･評価｣という｡)に関して必要な

検討を行うため､広島市教育委員会事務点検･評価会議(以下｢点検･評価会議｣というo)を設置するo

(所掌事務)

第2粂　点検･評価会議は､次に掲げる事項について検討するものとする｡

(1)点検･評価の対象項目及び内容に関すること｡

(2)その他点検･評価の実施に関すること｡

(組織)

第3粂　点検･評価会議は､次に掲げる職にある者及び学識経験者2名以内の専門要員をもって組織する｡

(1)教育長

(2)教育次長

(3)青少年育成部長

(4)学校教育部長

(5)学校教育部指導担当部長

(6)教育センター所長

2　前項の専門委員は,教育に関して学識経験を有する者のうちから､教育長が依頼する｡

(任期)

第4条　前条第1項の専門委員の任期は､教育長が依頼した日から平成2 1年9月3 0日までとする｡

(会議の開催)

第5条　点検･評価会議の会議は､教育長が招集し,教育長がその議長となる｡

2　教育長に事故があるときは､教育次長がその職務を代理する｡

3　専門委員は,会議に出席して意見を述べるはか.やむを得ず出席することができないときは､あらか

じめ教育長に対して提出する書面によって意見を述べることができる｡

(庶務)

第6条　点検･評価会議の庶務は､教育委員会事務局総務課において処理する｡

(委任規定)

第7条　この要綿に定めるもののはか､点検･評価会議の運営に関して必要な事項は､教育長が別に定め

る｡

附　則

この要綱は､平成21年6月30日から施行し､同年9月30日限り,その効力を失う｡
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平成2 1年度広島市教育委員会事務点検･評価会議構成員名簿

区分 ��Ykﾂ�氏名 

専門委員 儘ﾉ8y�Xｧy�Xｧx���ｻ8支ｧxﾊHｸh怦ｻ8��林孝 
広島大学大学院 教育学研究科准教授 ��ﾙuﾙ68ﾕ�｢�

教育委員会 事務局職員 仆8孜+r�潰本康男 

教育次長 倩X�){"�

青少年育成部長 ��I�Y�8ﾘB�

学校教育部長 儖hﾆ�ｪ韭��

学校教育部 指導担当部長 ��i68自�2�

教育センター所長 傴ﾉ69{�?��
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